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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　着色剤と樹脂とを含有する着色組成物であって、
　前記着色剤は、ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料である第１のフタロシアニン顔料と
、Ａｌ、Ｔｉ、Ｆｅ、Ｓｎ、Ｐｂ、Ｇａ、Ｖ、Ｍｏ、Ｔａ、および、Ｎｂからなる群から
選ばれる１種を中心金属として有するハロゲン化フタロシアニン顔料、ならびに、中心金
属を有さないハロゲン化フタロシアニン顔料から選ばれる１種以上の第２のフタロシアニ
ン顔料とを少なくとも含み、
　前記着色剤全量中における前記第１のフタロシアニン顔料の含有量が５０質量％以上で
あり、
　前記着色剤全量中における前記第２のフタロシアニン顔料の含有量が０．０１～１．０
０質量％であり、
　着色組成物中の全固形分に対する前記着色剤の含有量が５０質量％以上である着色組成
物。
【請求項２】
　前記第２のフタロシアニン顔料が、Ｆｅを中心金属として有するハロゲン化フタロシア
ニン顔料、および／または、中心金属を有さないハロゲン化フタロシアニン顔料である、
請求項１に記載の着色組成物。
【請求項３】
　更に、エポキシ基を有する化合物を含有する、請求項１または２に記載の着色組成物。
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【請求項４】
　前記エポキシ基を有する化合物が、少なくとも２つのベンゼン環が炭化水素基で連結し
た構造を有する、請求項３に記載の着色組成物。
【請求項５】
　前記エポキシ基を有する化合物が、下記一般式（１）で表される、請求項３又は４に記
載の着色組成物；
【化１】

一般式（１）において、Ｒ1～Ｒ13は、それぞれ独立に、水素原子、アルキル基、アルコ
キシ基、または、ハロゲン原子を表し、Ｌ1は、単結合、または、２価の連結基を表す。
【請求項６】
　カラーフィルタの着色層形成に用いる、請求項１～５のいずれか１項に記載の着色組成
物。
【請求項７】
　請求項１～６のいずれか１項に記載の着色組成物を硬化してなる硬化膜。
【請求項８】
　請求項７に記載の硬化膜を有するカラーフィルタ。
【請求項９】
　請求項１～８のいずれか１項に着色組成物を支持体上に適用して着色組成物層を形成し
、硬化して着色層を形成する工程と、前記着色層上にフォトレジスト層を形成する工程と
、露光および現像することによりフォトレジスト層をパターニングしてレジストパターン
を得る工程と、前記レジストパターンをエッチングマスクとして着色層をドライエッチン
グする工程とを含むパターン形成方法。
【請求項１０】
　請求項９に記載のパターン形成方法を含む、カラーフィルタの製造方法。
【請求項１１】
　請求項８に記載のカラーフィルタを有する固体撮像素子。
【請求項１２】
　請求項８に記載のカラーフィルタを有する画像表示装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、着色組成物に関する。また、着色組成物を利用した硬化膜、カラーフィルタ
、パターン形成方法、カラーフィルタの製造方法、固体撮像素子、および、画像表示装置
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に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、パーソナルコンピュータ、特に大画面液晶テレビの発達に伴い、液晶ディスプレ
イ（ＬＣＤ）、とりわけカラー液晶ディスプレイの需要が増加する傾向にある。更なる高
画質化の要求から有機ＥＬディスプレイの普及も待ち望まれている。一方、デジタルカメ
ラ、カメラ付き携帯電話の普及から、ＣＣＤイメージセンサーなどの固体撮像素子も需要
が大きく伸びている。
　これらのディスプレイや光学素子のキーデバイスとしてカラーフィルタが使用されてお
り、更なる高画質化の要求とともにコストダウンへの要求が高まっている。このようなカ
ラーフィルタは、通常、赤（Ｒ）、緑（Ｇ）、および青（Ｂ）の３原色の着色パターンを
備えており、表示デバイスや撮像素子において、通過する光を３原色へ分画する役割を果
たしている。
　カラーフィルタの緑色画素部を形成するための着色剤としては、例えば、Ｃ．Ｉ．ピグ
メントグリーン３６の様な臭素原子を含むハロゲン化銅フタロシアニン顔料がよく知られ
ている。最近では、より広い色域を確保して、液晶ディスプレイの色再現性を高めるため
に、中心金属に亜鉛を用いたハロゲン化フタロシアニン顔料である、Ｃ．Ｉ．ピグメント
グリーン５８（ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料）の使用が提案されている。
【０００３】
　特許文献１には、フタロシアニン１分子中にハロゲン原子を８～１６個含むハロゲン化
亜鉛フタロシアニン顔料と、顔料分散剤と、溶剤と、四角錐型構造を有する無置換及び／
又はハロゲン化金属フタロシアニンを少なくとも１種とを含有するカラーフィルタ用緑色
着色組成物が開示されている。四角錐型構造を有する無置換及び／又はハロゲン化金属フ
タロシアニンとして、Ａｌ、Ｔｉ、Ｆｅ、Ｓｎ、Ｐｂ、Ｇａ、Ｖ、Ｍｏ、Ｔａ、及びＮｂ
よりなる群から選ばれる金属を中心金属として有する無置換及び／又はハロゲン化金属フ
タロシアニンが記載されている。
　特許文献２には、透明樹脂、その前駆体またはそれらの混合物からなる着色料担体と、
着色料担体に分散されたハロゲン化銅フタロシアニン顔料および中心金属がＭｇ、Ａｌ、
Ｓｉ、Ｔｉ、Ｖ、Ｍｎ、Ｆｅ、Ｃｏ、Ｎｉ、Ｚｎ、Ｇｅ、Ｓｎからなる群から選ばれる少
なくとも１種のハロゲン化異種金属フタロシアニン顔料からなる緑色着色料を含み、かつ
ハロゲン化異種金属フタロシアニン顔料の含有量が、緑色着色料の全量を基準として１～
８０モル％であるカラーフィルタ用着色組成物が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００９－２５８４１５号公報
【特許文献２】特開２００２－２５０８１２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明者らは、誠意検討した結果、ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料を含む着色組成
物を用いてカラーフィルタ等の硬化膜を形成したところ、表面に他色が残留して混色が生
じやすいことを見出した。特に、着色組成物中の全固形分に対する着色剤の含有量が５０
質量％を超える場合において、顕著に混色が生じる傾向にあることが判明した。
　特許文献１、２に開示された着色組成物は、いずれも着色組成物中の全固形分に対する
顔料の含有量が５０質量％以下であり、また、混色についての記載や示唆は何らされてい
ない。
　よって、本発明の目的は、他色の混色が生じにくい硬化膜を形成できるハロゲン化亜鉛
フタロシアニン顔料を含む着色組成物を提供することを目的とする。また、前述した着色
組成物を利用した、硬化膜、カラーフィルタ、パターン形成方法、カラーフィルタの製造
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方法、固体撮像素子、および、画像表示装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明者らは詳細に検討した結果、ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料である第１のフ
タロシアニン顔料と、Ａｌ、Ｔｉ、Ｆｅ、Ｓｎ、Ｐｂ、Ｇａ、Ｖ、Ｍｏ、Ｔａ、および、
Ｎｂからなる群から選ばれる１種を中心金属として有するハロゲン化フタロシアニン顔料
、ならびに、中心金属を有さないハロゲン化フタロシアニン顔料から選ばれる１種以上の
第２のフタロシアニン顔料とを併用することにより、着色組成物中の着色剤濃度を高くし
ても、形成される硬化膜の表面に他色が残りにくくなって、他色との混色が良化すること
を見出した。具体的には、下記手段＜１＞により、好ましくは、＜２＞～＜１３＞により
、上記課題は解決された。
＜１＞　着色剤と樹脂とを含有する着色組成物であって、着色剤は、ハロゲン化亜鉛フタ
ロシアニン顔料である第１のフタロシアニン顔料と、Ａｌ、Ｔｉ、Ｆｅ、Ｓｎ、Ｐｂ、Ｇ
ａ、Ｖ、Ｍｏ、Ｔａ、および、Ｎｂからなる群から選ばれる１種を中心金属として有する
ハロゲン化フタロシアニン顔料、ならびに、中心金属を有さないハロゲン化フタロシアニ
ン顔料から選ばれる１種以上の第２のフタロシアニン顔料とを少なくとも含み、着色剤全
量中における第１のフタロシアニン顔料の含有量が５０質量％以上であり、着色組成物中
の全固形分に対する着色剤の含有量が５０質量％以上である着色組成物。
＜２＞　着色剤全量中における第２のフタロシアニン顔料の含有量が０．０１質量％以上
１．００質量％以下である＜１＞に記載の着色組成物。
＜３＞　第２のフタロシアニン顔料が、Ｆｅを中心金属として有するハロゲン化フタロシ
アニン顔料、および／または、中心金属を有さないハロゲン化フタロシアニン顔料である
、＜１＞又は＜２＞に記載の着色組成物。
＜４＞　更に、エポキシ基を有する化合物を含有する、＜１＞～＜３＞のいずれかに記載
の着色組成物。
＜５＞　エポキシ基を有する化合物が、少なくとも２つのベンゼン環が炭化水素基で連結
した構造を有する、＜４＞に記載の着色組成物。
＜６＞　エポキシ基を有する化合物が、下記一般式（１）で表される、＜４＞又は＜５＞
に記載の着色組成物；
【化１】

一般式（１）において、Ｒ1～Ｒ13は、それぞれ独立に、水素原子、アルキル基、アルコ
キシ基、または、ハロゲン原子を表し、Ｌ1は、単結合、または、２価の連結基を表す。
＜７＞　カラーフィルタの着色層形成に用いる、＜１＞～＜６＞のいずれかに記載の着色
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組成物。
＜８＞　＜１＞～＜７＞のいずれかに記載の着色組成物を硬化してなる硬化膜。
＜９＞　＜８＞に記載の硬化膜を有するカラーフィルタ。
＜１０＞　＜１＞～＜７＞のいずれかに着色組成物を支持体上に適用して着色組成物層を
形成し、硬化して着色層を形成する工程と、着色層上にフォトレジスト層を形成する工程
と、露光および現像することによりフォトレジスト層をパターニングしてレジストパター
ンを得る工程と、レジストパターンをエッチングマスクとして着色層をドライエッチング
する工程とを含むパターン形成方法。
＜１１＞　＜９＞または＜１０＞に記載のパターン形成方法を含む、カラーフィルタの製
造方法。
＜１２＞　＜９＞に記載のカラーフィルタまたは＜１１＞に記載のカラーフィルタの製造
方法により得られたカラーフィルタを有する固体撮像素子。
＜１３＞　＜９＞に記載のカラーフィルタまたは＜１１＞に記載のカラーフィルタの製造
方法により得られたカラーフィルタを有する画像表示装置。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明によれば、他色との混色が生じにくい硬化膜を形成できるハロゲン化亜鉛フタロ
シアニン顔料を含む着色組成物を提供することが可能となった。また、上記着色組成物を
利用した、硬化膜、カラーフィルタ、パターン形成方法、カラーフィルタの製造方法、固
体撮像素子、および、画像表示装置の提供が可能となった。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】第１着色層の概略断面図である。
【図２】第１着色層の上にフォトレジスト層が形成された状態を示す概略断面図である。
【図３】第１着色層の上にレジストパターンが形成された状態を示す概略断面図である。
【図４】エッチングによって第１着色層に貫通孔群が設けられることにより、第１着色パ
ターンが形成された状態を示す概略断面図である。
【図５】図４におけるレジストパターンが除去された状態を示す概略断面図である。
【図６】第２着色パターンおよび第２着色感放射線性層が形成された状態を示す概略断面
図である。
【図７】図６における第２着色感放射線性層と、第２着色パターンを構成する第２着色画
素の一部とが、除去された状態を示す概略断面図である。
【図８】第３着色パターンおよび第３着色感放射線性層が形成された状態を示す概略断面
図である。
【図９】図８における第３着色感放射線性層が除去された状態を示す概略断面図である。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　以下において、本発明の内容について詳細に説明する。尚、本願明細書において「～」
とはその前後に記載される数値を下限値および上限値として含む意味で使用される。また
、本発明における有機ＥＬ素子とは、有機エレクトロルミネッセンス素子のことをいう。
　本明細書において、全固形分とは、着色組成物の全組成から溶剤を除いた成分の総質量
をいう。また、固形分とは、２５℃における固形分をいう。
【００１０】
　本明細書における基（原子団）の表記に於いて、置換および無置換を記していない表記
は、置換基を有さないものと共に置換基を有するものをも包含するものである。例えば、
「アルキル基」とは、置換基を有さないアルキル基（無置換アルキル基）のみならず、置
換基を有するアルキル基（置換アルキル基）をも包含するものである。
　また、本明細書中における「放射線」とは、例えば、水銀灯の輝線スペクトル、エキシ
マレーザーに代表される遠紫外線、極紫外線（ＥＵＶ光）、Ｘ線、電子線等を意味する。
また、本発明において光とは、活性光線または放射線を意味する。本明細書中における「
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露光」とは、特に断らない限り、水銀灯、エキシマレーザーに代表される遠紫外線、Ｘ線
、ＥＵＶ光などによる露光のみならず、電子線、イオンビーム等の粒子線による描画も露
光に含める。
【００１１】
　また、本明細書において、“（メタ）アクリレート”はアクリレートおよびメタクリレ
ートの双方、または、いずれかを表し、“（メタ）アクリル”はアクリルおよびメタクリ
ルの双方、または、いずれかを表し、“（メタ）アクリロイル”はアクリロイルおよびメ
タクリロイルの双方、または、いずれかを表す。
　また、本明細書において、“単量体”と“モノマー”とは同義である。本明細書におけ
る単量体は、オリゴマーおよびポリマーと区別され、重量平均分子量が２，０００以下の
化合物をいう。本明細書において、重合性化合物とは、重合性官能基を有する化合物のこ
とをいい、単量体であっても、ポリマーであってもよい。重合性官能基とは、重合反応に
関与する基を言う。
【００１２】
　本明細書において、化学式中のＭｅはメチル基を、Ｅｔはエチル基を、Ｐｒはプロピル
基を、Ｂｕはブチル基を、Ｐｈはフェニル基をそれぞれ示す。
【００１３】
　本明細書において「工程」との語は、独立した工程だけではなく、他の工程と明確に区
別できない場合であってもその工程の所期の作用が達成されれば、本用語に含まれる。
　本明細書において、重量平均分子量および数平均分子量は、ＧＰＣ測定によるポリスチ
レン換算値として定義される。本明細書において、重量平均分子量（Ｍｗ）及び数平均分
子量（Ｍｎ）は、例えば、ＨＬＣ－８２２０（東ソー（株）製）を用い、カラムとしてＴ
ＳＫｇｅｌ Ｓｕｐｅｒ　ＡＷＭ―Ｈ（東ソー（株）製、６．０ｍｍＩＤ×１５．０ｃｍ
を、溶離液として１０ｍｍｏｌ／Ｌ　リチウムブロミドＮＭＰ(Ｎ－メチルピロリジノン)
溶液を用いることによって求めることができる。
【００１４】
　本発明に用いられる顔料は、溶剤に溶解しにくい不溶性の色素化合物を意味する。典型
的には、組成物中に粒子として分散された状態で存在する色素化合物を意味する。ここで
、溶剤とは、任意の溶剤が挙げられ、例えば後述する溶剤の欄で例示する溶剤が挙げられ
る。本発明に用いられる顔料は、例えば、プロプレングリコールモノメチルエーテルアセ
テ－トおよび水のいずれに対しても、２５℃における溶解度が０．１ｇ／１００ｇＳｏｌ
ｖｅｎｔ以下が好ましい。
【００１５】
＜着色組成物＞
　本発明の着色組成物は、着色剤と樹脂とを含有する着色組成物であって、着色剤は、ハ
ロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料である第１のフタロシアニン顔料と、Ａｌ、Ｔｉ、Ｆｅ
、Ｓｎ、Ｐｂ、Ｇａ、Ｖ、Ｍｏ、Ｔａ、および、Ｎｂからなる群から選ばれる１種を中心
金属として有するハロゲン化フタロシアニン顔料、および、中心金属を有さないハロゲン
化フタロシアニン顔料から選ばれる１種以上の第２のフタロシアニン顔料とを少なくとも
含み、着色剤全量中における第１のフタロシアニン顔料の含有量が５０質量％以上であり
、着色組成物中の全固形分に対する着色剤の含有量が５０質量％以上であることを特徴と
する。
【００１６】
　ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料を含む着色組成物により得られる硬化膜は、表面に
他色が残留して混色が生じ易かったが、本発明の着色組成物を用いることにより、混色が
生じにくい硬化膜を得ることができる。このような本発明の効果が得られる理由は、ハロ
ゲン化亜鉛フタロシアニン顔料中に、上述した第２のハロゲン化フタロシアニン顔料を配
合することにより、顔料の結晶構造（特に顔料の最表面）に不均一性が生じて、元来疎水
的な顔料がわずかに親水化するため、現像液等との親和性が向上して残渣が低減されたた
めであると推定される。
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　以下、本発明の着色組成物について詳細に説明する。
【００１７】
＜＜第１のフタロシアニン顔料＞＞
　本発明の着色組成物において、第１のフタロシアニン顔料として、ハロゲン化亜鉛フタ
ロシアニン顔料を用いる。
　ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料は、下記一般式（Ａ１）で表されるように、中心金
属の亜鉛が、イソインドール環の４個の窒素で囲まれた領域内に位置する平面構造をとる
。
【００１８】
【化２】

【００１９】
　一般式（Ａ１）において、Ｘ1～Ｘ16のうちの任意の８～１６か所はハロゲン原子を表
し、残りは水素原子又は置換基を表すことが好ましい。Ｘ1～Ｘ16中、ハロゲン原子は８
～１２個であることが好ましい。また、Ｘ1～Ｘ16は、塩素原子、臭素原子、水素原子を
１個以上含むものであることが好ましい。また、塩素原子が０～４個、臭素原子が８～１
２個、水素原子が０～４個であることが好ましい。
　Ｘ1～Ｘ16のうちのハロゲン原子で表されるものは、すべて同一のハロゲン原子であっ
てもよい。
【００２０】
　ハロゲン原子としては、塩素原子、臭素原子、フッ素原子、沃素原子が挙げられ、特に
、臭素原子、塩素原子が好ましい。
【００２１】
　置換基としては、特開２０１３－２０９６２３号公報の段落番号００２５～００２７の
記載を参照でき、を参酌することができ、これらの内容は本願明細書に組み込まれる。
【００２２】
　ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料は、例えば、特開２００７－２８４５９２号公報の
段落番号００１３～００３９、００８４～００８５の記載を参酌することができ、これら
の内容は本願明細書に組み込まれる。
【００２３】
　ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料は、例えば、カラーインデックス（Ｃ．Ｉ．；Ｔｈ
ｅ Ｓｏｃｉｅｔｙ ｏｆ Ｄｙｅｒｓ ａｎｄ Ｃｏｌｏｕｒｉｓｔｓ 発行）においてピグ
メント（Ｐｉｇｍｅｎｔ）に分類されている化合物として、Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン
５８を挙げることができる。Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン５８の平均組成は、Ｘ1～Ｘ16

のうち、９．８個が臭素原子であり、３．１個が塩素原子であり、３．１個が水素原子で
ある。
【００２４】
　本発明の着色組成物において、着色剤全量中における第１のフタロシアニン顔料の含有
量は、５０質量％以上であり、５５質量％以上が好ましく、６０～９５質量％がより好ま
しい。本発明によれば、第１のフタロシアニン顔料であるハロゲン化亜鉛フタロシアニン
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顔料の含有量を増やしても、混色が生じにくい硬化膜を形成できるので、第１のフタロシ
アニン顔料の含有量を多くした場合において、本発明の効果がより顕著である。
　また、着色組成物中の全固形分に対する第１のフタロシアニン顔料の含有量は、２０質
量％以上が好ましく、２５～６０質量％がより好ましく、３０～５０質量％が特に好まし
い。
　第１のフタロシアニン顔料は、１種であってもよい。また、上記一般式（Ａ１）のＸ1

～Ｘ16が、異なる組み合わせの化合物を２種以上含むものであってもよい。２種以上含む
場合は、合計量が上記範囲となる。
【００２５】
＜＜第２のフタロシアニン顔料＞＞
　本発明の着色組成物において、第２のフタロシアニン顔料として、Ａｌ、Ｔｉ、Ｆｅ、
Ｓｎ、Ｐｂ、Ｇａ、Ｖ、Ｍｏ、Ｔａ、および、Ｎｂからなる群から選ばれる１種を中心金
属として有するハロゲン化フタロシアニン顔料、および、中心金属を有さないハロゲン化
フタロシアニン顔料から選ばれる１種以上を用いる。好ましくは、Ｆｅを中心金属として
有するハロゲン化フタロシアニン顔料、Ａｌを中心金属として有するハロゲン化フタロシ
アニン顔料、および、中心金属を有さないハロゲン化フタロシアニン顔料から選ばれる１
種以上である。より好ましくは、Ｆｅを中心金属として有するハロゲン化フタロシアニン
顔料、および／または、中心金属を有さないハロゲン化フタロシアニン顔料である。特に
好ましくは、Ｆｅを中心金属として有するハロゲン化フタロシアニン顔料である。
【００２６】
　Ａｌ、Ｔｉ、Ｆｅ、Ｓｎ、Ｐｂ、Ｇａ、Ｖ、Ｍｏ、Ｔａ、および、Ｎｂからなる群から
選ばれる１種を中心金属として有するハロゲン化フタロシアニン顔料としては、以下の一
般式（Ａ２）で表される構造を有する化合物が好ましい一例として挙げられる。
【００２７】
【化３】

【００２８】
　一般式（Ａ２）において、Ｍは、Ａｌ、Ｔｉ、Ｆｅ、Ｓｎ、Ｐｂ、Ｇａ、Ｖ、Ｍｏ、Ｔ
ａ、または、Ｎｂを表し、Ｘ1～Ｘ16のうちの任意の８～１６か所はハロゲン原子を表し
、残りは水素原子又は置換基を表す。Ｘ1～Ｘ16のうちのハロゲン原子で表されるものは
、すべて同一のハロゲン原子であってもよいし異なったハロゲン原子であってもよい。
　一般式（Ａ２）のＸ1～Ｘ16は、（Ａ１）のＸ1～Ｘ16と同義であり、好ましい範囲も同
様である。一般式（Ａ２）のＸ1～Ｘ16は、一般式（Ａ１）のＸ1～Ｘ16と、同一の組み合
わせが好ましい。これによれば、第１のフタロシアニン顔料と第２のフタロシアニン顔料
が類似した構造を有するので、第２のフタロシアニン顔料が第１のフタロシアニン顔料に
近接しやすくなり、第１のフタロシアニン顔料の結晶構造に不均一性を生じやすくなり、
本発明の効果がより得られやすくなる。
【００２９】
　中心金属を有さないハロゲン化フタロシアニン顔料としては、以下の一般式（Ａ３）で
表される構造を有する化合物が好ましい一例として挙げられる。
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【００３０】
【化４】

【００３１】
　一般式（Ａ３）において、Ｘ1～Ｘ16のうちの任意の８～１６か所はハロゲン原子を表
し、残りは水素原子又は置換基を表す。Ｘ1～Ｘ16のうちのハロゲン原子で表されるもの
は、すべて同一のハロゲン原子であってもよいし異なったハロゲン原子であってもよい。
　一般式（Ａ３）のＸ1～Ｘ16は、（Ａ１）のＸ1～Ｘ16と同義であり、好ましい範囲も同
様である。また、上述した理由から、一般式（Ａ３）のＸ1～Ｘ16は、一般式（Ａ１）の
Ｘ1～Ｘ16と、同一の組み合わせが好ましい。
【００３２】
　本発明の着色組成物において、着色剤全量中における第２のフタロシアニン顔料の含有
量は、０．０１～１．００質量％であることが好ましく、０．０２～０．９０質量％がよ
り好ましく、０．０２～０．０５質量％が特に好ましい。第２のフタロシアニン顔料の含
有量が上記範囲であれば、混色をより効果的に抑制できる。
　また、第１のフタロシアニン顔料１００質量部に対し、第２のフタロシアニン顔料を０
．０１～５．００質量部含有することが好ましく、０．０１～２．００質量部含有するこ
とがより好ましい。
　第２のフタロシアニン顔料は、１種または２種以上含んでいてもよい。２種以上含む場
合は、合計量が上記範囲となる。
【００３３】
＜＜他の着色剤＞＞
　本発明の着色組成物は、上述した第１のフタロシアニン顔料、および、上述した第２の
フタロシアニン顔料に加えて、他の着色剤を含んでいてもよく、他の着色剤を含んでいる
方が好ましい。他の着色剤としては、黄色着色剤が好ましく用いられる。他の着色剤は、
染料および顔料のいずれのでもよく、両者を併用してもよい。
【００３４】
　顔料としては、従来公知の種々の無機顔料又は有機顔料を挙げることができる。また、
無機顔料であれ有機顔料であれ、高透過率であることが好ましいことを考慮すると、平均
粒子径がなるべく小さい顔料の使用が好ましく、ハンドリング性をも考慮すると、上記顔
料の平均粒子径は、０．０１～０．１μｍが好ましく、０．０１～０．０５μｍがより好
ましい。
【００３５】
　無機顔料としては、金属酸化物、金属錯塩等で示される金属化合物を挙げることができ
、具体的には、カーボンブラック、チタンブラック等の黒色顔料、鉄、コバルト、アルミ
ニウム、カドミウム、鉛、銅、チタン、マグネシウム、クロム、亜鉛、アンチモン等の金
属酸化物、および上記金属の複合酸化物を挙げることができる。
【００３６】
　本発明において好ましく用いることができる有機顔料として、以下のものを挙げること
ができる。但し本発明は、これらに限定されるものではない。
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　Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１，２，３，４，５，６，１０，１１，１２，１３，１４
，１５，１６，１７，１８，２０，２４，３１，３２，３４，３５，３５：１，３６，３
６：１，３７，３７：１，４０，４２，４３，５３，５５，６０，６１，６２，６３，６
５，７３，７４，７７，８１，８３，８６，９３，９４，９５，９７，９８，１００，１
０１，１０４，１０６，１０８，１０９，１１０，１１３，１１４，１１５，１１６，１
１７，１１８，１１９，１２０，１２３，１２５，１２６，１２７，１２８，１２９，１
３７，１３８，１３９，１４７，１４８，１５０，１５１，１５２，１５３，１５４，１
５５，１５６，１６１，１６２，１６４，１６６，１６７，１６８，１６９，１７０，１
７１，１７２，１７３，１７４，１７５，１７６，１７７，１７９，１８０，１８１，１
８２，１８５，１８７，１８８，１９３，１９４，１９９，２１３，２１４等、
　Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ　２，５，１３，１６，１７：１，３１，３４，３６，３
８，４３，４６，４８，４９，５１，５２，５５，５９，６０，６１，６２，６４，７１
，７３等、
　Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド　１，２，３，４，５，６，７，９，１０，１４，１７，２
２，２３，３１，３８，４１，４８：１，４８：２，４８：３，４８：４，４９，４９：
１，４９：２，５２：１，５２：２，５３：１，５７：１，６０：１，６３：１，６６，
６７，８１：１，８１：２，８１：３，８３，８８，９０，１０５，１１２，１１９，１
２２，１２３，１４４，１４６，１４９，１５０，１５５，１６６，１６８，１６９，１
７０，１７１，１７２，１７５，１７６，１７７，１７８，１７９，１８４，１８５，１
８７，１８８，１９０，２００，２０２，２０６，２０７，２０８，２０９，２１０，２
１６，２２０，２２４，２２６，２４２，２４６，２５４，２５５，２６４，２７０，２
７２，２７９
　Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン　７，１０，３６，３７
　Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット　１，１９，２３，２７，３２，３７，４２
　Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー　１，２，１５，１５：１，１５：２，１５：３，１５：４
，１５：６，１６，２２，６０，６４，６６，７９，８０
　Ｃ．Ｉ．ピグメントブラック　１
　これら有機顔料は、単独若しくは色純度を上げるため種々組合せて用いることができる
。
　なかでも、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１５０、１８５が好ましく、Ｃ．Ｉ．ピグメン
トイエロー１８５が特に好ましい。
【００３７】
　本発明の着色組成物に使用できる染料としては、例えば特開昭６４－９０４０３号公報
、特開昭６４－９１１０２号公報、特開平１－９４３０１号公報、特開平６－１１６１４
号公報、特登２５９２２０７号、米国特許４８０８５０１号明細書、米国特許５６６７９
２０号明細書、米国特許５０５９５０号明細書、米国特許５６６７９２０号明細書、特開
平５－３３３２０７号公報、特開平６－３５１８３号公報、特開平６－５１１１５号公報
、特開平６－１９４８２８号公報等に開示されている色素を使用できる。化学構造として
区分すると、ピラゾールアゾ化合物、ピロメテン化合物、アニリノアゾ化合物、トリフェ
ニルメタン化合物、アントラキノン化合物、ベンジリデン化合物、オキソノール化合物、
ピラゾロトリアゾールアゾ化合物、ピリドンアゾ化合物、シアニン化合物、フェノチアジ
ン化合物、ピロロピラゾールアゾメチン化合物等を使用できる。また、染料としては色素
多量体を用いてもよい。色素多量体としては、特開２０１１－２１３９２５号公報、特開
２０１３－０４１０９７号公報に記載されている化合物が挙げられる。
【００３８】
　本発明の着色組成物に、他の着色剤を含有させる場合、他の着色剤の含有量は、上述し
た第１のフタロシアニン顔料の１００質量部に対し、１０～１００質量部が好ましく、３
０～９０質量部がより好ましい。上記範囲であれば、色再現性上好ましい分光特性が得ら
れる。
　また、他の着色剤として、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１５０および／またはＣ．Ｉ．
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ピグメントイエロー１８５を含有させる場合は、上述した第１のフタロシアニン顔料の１
００質量部に対し、１０～１００質量部が好ましく、３０～９０質量部がより好ましい。
上記範囲であれば、色再現性上好ましい分光特性が得られる。
【００３９】
　本発明の着色組成物は、着色組成物中の全固形分に対する着色剤の含有量は、５０質量
％以上であり、５０～８０質量％が好ましく、５５～７０質量％が特に好ましい。
　すなわち、本発明の着色組成物において、上述した他の着色剤を使用しない場合は、着
色組成物中の全固形分に対する、上述した第１のフタロシアニン顔料と上述した第２のフ
タロシアニン顔料と合計が、５０質量％以上であり、５０～８０質量％が好ましく、５５
～７０質量％が特に好ましい。また、他の着色剤を使用する場合は、着色組成物中の全固
形分に対する、上述した第１のフタロシアニン顔料と上述した第２のフタロシアニン顔料
と他の着色剤との合計が、５０質量％以上であり、５０～８０質量％が好ましく、５５～
７０質量％が特に好ましい。
　着色剤の含有量を５０質量％以上とすることにより、固形分中の着色剤濃度が高くなり
、カラーフィルタを薄膜化した際におけるクロストーク（光の混色）を軽減できる。また
、本発明の着色組成物を用いてドライエッチングを行った場合において、ドライエッチン
グによるパターン形成時のエッチングレートが遅くなる。これにより、パターンの上部及
び下部のエッチングレートの差が小さくなるため、基板に対するパターンの垂直性が高く
なり矩形性が向上する。更に、これに伴い、エッチングにより形成される着色パターンの
膜厚均一性が高くなり、平坦化処理時の表面荒れが抑制される。また、着色剤濃度が高い
ことで着色層の強度が高くなり、ＣＭＰ処理等の研磨処理による平坦化処理によって生じ
る表面荒れも軽減することができる。このため、ドライエッチング用の着色組成物として
好ましく用いることができる。
【００４０】
＜＜樹脂＞＞
　本発明の着色組成物は、樹脂を含む。樹脂は、通常、着色組成物中にて顔料を分散させ
る分散剤として働く。
　分散剤として働く樹脂は、実質的に酸性型の樹脂または塩基性型の樹脂のみで構成され
ていることが好ましい。分散剤として働く樹脂が、酸性型の樹脂または塩基性型の樹脂の
みで構成されていることにより、顔料の分散性をより向上させることができる。なかでも
、分散剤として働く樹脂は、実質的に酸性型の樹脂のみで構成されているものが特に好ま
しい。なお、「実質的に酸性型の樹脂のみで構成されている」とは、樹脂中における酸性
型の樹脂以外の樹脂の含有量が５質量％以下であることが好ましく、３質量以下であるこ
とがより好ましく、１質量％以下であることが更に好ましく、含有しないことが特に好ま
しい。また、「実質的に塩基性型の樹脂のみで構成されている」とは、樹脂中における塩
基性型の樹脂以外の樹脂の含有量が５質量％以下であることが好ましく、３質量以下であ
ることがより好ましく、１質量％以下であることが更に好ましく、含有しないことが特に
好ましい。
　ここで、酸性型の樹脂とは、酸基の量が塩基性基の量よりも多いものを表す。酸性型の
樹脂は、樹脂中の酸基の量と塩基性基の量の合計量を１００モル％としたときに、酸基の
量が７０モル％以上を占めるものが好ましく、実質的に酸基のみからなるものがより好ま
しい。酸性型の樹脂が有する酸基は、カルボキシル基が好ましい。酸性型の樹脂の酸価は
、４０～１０５ｍｇＫＯＨ／ｇが好ましく、５０～１０５ｍｇＫＯＨ／ｇがより好ましく
、６０～１０５ｍｇＫＯＨ／ｇがさらに好ましい。
　また、塩基型の樹脂とは、塩基性基の量が酸基の量よりも多いものを表す。塩基型の樹
脂は、樹脂中の酸基の量と塩基性基の量の合計量を１００モル％としたときに、塩基性基
の量が５０モル％以上を占めるものが好ましい。塩基性型の樹脂が有する塩基性基は、ア
ミンが好ましい。
【００４１】
　本発明に用いうる樹脂としては、高分子分散剤〔例えば、ポリアミドアミンとその塩、
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ポリカルボン酸とその塩、高分子量不飽和酸エステル、変性ポリウレタン、変性ポリエス
テル、変性ポリ（メタ）アクリレート、（メタ）アクリル系共重合体、ナフタレンスルホ
ン酸ホルマリン縮合物〕、及び、ポリオキシエチレンアルキルリン酸エステル、ポリオキ
シエチレンアルキルアミン、アルカノールアミン、顔料誘導体等を挙げることができる。
　高分子分散剤は、その構造から更に直鎖状高分子、末端変性型高分子、グラフト型高分
子、ブロック型高分子に分類することができる。
【００４２】
　高分子分散剤は顔料の表面に吸着し、再凝集を防止するように作用する。そのため、顔
料表面へのアンカー部位を有する末端変性型高分子、グラフト型高分子、ブロック型高分
子が好ましい構造として挙げることができる。
【００４３】
　顔料表面へのアンカー部位を有する末端変性型高分子としては、例えば、特開平３－１
１２９９２号公報、特表２００３－５３３４５５号公報等に記載の末端にりん酸基を有す
る高分子、特開２００２－２７３１９１号公報等に記載の末端にスルホン酸基を有する高
分子、特開平９－７７９９４号公報等に記載の有機色素の部分骨格や複素環を有する高分
子などが挙げられる。また、特開２００７－２７７５１４号公報に記載の高分子末端に２
個以上の顔料表面へのアンカー部位（酸基、塩基性基、有機色素の部分骨格やヘテロ環等
）を導入した高分子も分散安定性に優れ好ましい。
【００４４】
　顔料表面へのアンカー部位を有するグラフト型高分子としては、例えば、ポリエステル
系分散剤等が挙げられ、具体的には、特開昭５４－３７０８２号公報、特表平８－５０７
９６０号公報、特開２００９－２５８６６８号公報等に記載のポリ（低級アルキレンイミ
ン）とポリエステルの反応生成物、特開平９－１６９８２１号公報等に記載のポリアリル
アミンとポリエステルの反応生成物、特開平１０－３３９９４９号公報、特開２００４－
３７９８６号公報、国際公開パンフレットＷＯ２０１０／１１０４９１等に記載のマクロ
モノマーと、窒素原子モノマーとの共重合体、特開２００３－２３８８３７号公報、特開
２００８－９４２６号公報、特開２００８－８１７３２号公報等に記載の有機色素の部分
骨格や複素環を有するグラフト型高分子、特開２０１０－１０６２６８号公報等に記載の
マクロモノマーと酸基含有モノマーの共重合体等が挙げられる。特に、特開２００９－２
０３４６２号公報に記載の塩基性基と酸性基を有する両性分散樹脂は、顔料分散物の分散
性、分散安定性、および顔料分散物を用いた着色組成物が示す現像性の観点から特に好ま
しい。
【００４５】
　顔料表面へのアンカー部位を有するグラフト型高分子をラジカル重合で製造する際に用
いるマクロモノマーとしては、公知のマクロモノマーを用いることができ、東亜合成（株
）製のマクロモノマーＡＡ－６（末端基がメタクリロイル基であるポリメタクリル酸メチ
ル）、ＡＳ－６（末端基がメタクリロイル基であるポリスチレン）、ＡＮ－６Ｓ（末端基
がメタクリロイル基であるスチレンとアクリロニトリルの共重合体）、ＡＢ－６（末端基
がメタクリロイル基であるポリアクリル酸ブチル）、ダイセル化学工業（株）製のプラク
セルＦＭ５（メタクリル酸２－ヒドロキシエチルのε－カプロラクトン５モル当量付加品
）、ＦＡ１０Ｌ（アクリル酸２－ヒドロキシエチルのε－カプロラクトン１０モル当量付
加品）、および特開平２－２７２００９号公報に記載のポリエステル系マクロモノマー等
が挙げられる。これらの中でも、特に柔軟性且つ親溶剤性に優れるポリエステル系マクロ
モノマーが、顔料分散物の分散性、分散安定性、および顔料分散物を用いた着色組成物が
示す現像性の観点から特に好ましく、更に、特開平２－２７２００９号公報に記載のポリ
エステル系マクロモノマーで表されるポリエステル系マクロモノマーが最も好ましい。
【００４６】
　顔料表面へのアンカー部位を有するブロック型高分子としては、特開２００３－４９１
１０号公報、特開２００９－５２０１０号公報等に記載のブロック型高分子が好ましい。
【００４７】
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　本発明に用いうる樹脂は、市販品としても入手可能であり、そのような具体例としては
、楠木化成株式会社製「ＤＡ－７３０１」、ＢＹＫＣｈｅｍｉｅ社製「Ｄｉｓｐｅｒｂｙ
ｋ－１０１（ポリアミドアミン燐酸塩）、１０７（カルボン酸エステル）、１１０（酸基
を含む共重合物）、１１１（リン酸系分散剤）、１３０（ポリアミド）、１６１、１６２
、１６３、１６４、１６５、１６６、１７０（高分子共重合物）」、「ＢＹＫ－Ｐ１０４
、Ｐ１０５（高分子量不飽和ポリカルボン酸）、ＥＦＫＡ社製「ＥＦＫＡ４０４７、４０
５０～４０１０～４１６５（ポリウレタン系）、ＥＦＫＡ４３３０～４３４０（ブロック
共重合体）、４４００～４４０２（変性ポリアクリレート）、５０１０（ポリエステルア
ミド）、５７６５（高分子量ポリカルボン酸塩）、６２２０（脂肪酸ポリエステル）、６
７４５（フタロシアニン誘導体）、６７５０（アゾ顔料誘導体）」、味の素ファンテクノ
社製「アジスパーＰＢ８２１、ＰＢ８２２、ＰＢ８８０、ＰＢ８８１」、共栄社化学社製
「フローレンＴＧ－７１０（ウレタンオリゴマー）」、「ポリフローＮｏ．５０Ｅ、Ｎｏ
．３００（アクリル系共重合体）」、楠本化成社製「ディスパロンＫＳ－８６０、８７３
ＳＮ、８７４、＃２１５０（脂肪族多価カルボン酸）、＃７００４（ポリエーテルエステ
ル）、ＤＡ－７０３－５０、ＤＡ－７０５、ＤＡ－７２５」、花王社製「デモールＲＮ、
Ｎ（ナフタレンスルホン酸ホルマリン重縮合物）、ＭＳ、Ｃ、ＳＮ－Ｂ（芳香族スルホン
酸ホルマリン重縮合物）」、「ホモゲノールＬ－１８（高分子ポリカルボン酸）」、「エ
マルゲン９２０、９３０、９３５、９８５（ポリオキシエチレンノニルフェニルエーテル
）」、「アセタミン８６（ステアリルアミンアセテート）」、日本ルーブリゾール（株）
製「ソルスパース５０００（フタロシアニン誘導体）、２２０００（アゾ顔料誘導体）、
１３２４０（ポリエステルアミン）、３０００、１７０００、２７０００（末端部に機能
部を有する高分子）、２４０００、２８０００、３２０００、３８５００（グラフト型高
分子）」、日光ケミカル者製「ニッコールＴ１０６（ポリオキシエチレンソルビタンモノ
オレート）、ＭＹＳ－ＩＥＸ（ポリオキシエチレンモノステアレート）」、川研ファイン
ケミカル（株）製 ヒノアクトＴ－８０００Ｅ等、信越化学工業（株）製、オルガノシロ
キサンポリマーＫＰ３４１、裕商（株）製「Ｗ００１：カチオン系界面活性剤」、ポリオ
キシエチレンラウリルエーテル、ポリオキシエチレンステアリルエーテル、ポリオキシエ
チレンオレイルエーテル、ポリオキシエチレンオクチルフェニルエーテル、ポリオキシエ
チレンノニルフェニルエーテル、ポリエチレングリコールジラウレート、ポリエチレング
リコールジステアレート、ソルビタン脂肪酸エステル等のノニオン系界面活性剤、「Ｗ０
０４、Ｗ００５、Ｗ０１７」等のアニオン系界面活性剤、森下産業（株）製「ＥＦＫＡ－
４６、ＥＦＫＡ－４７、ＥＦＫＡ－４７ＥＡ、ＥＦＫＡポリマー１００、ＥＦＫＡポリマ
ー４００、ＥＦＫＡポリマー４０１、ＥＦＫＡポリマー４５０」、サンノプコ（株）製「
ディスパースエイド６、ディスパースエイド８、ディスパースエイド１５、ディスパース
エイド９１００」等の高分子分散剤、（株）ＡＤＥＫＡ製「アデカプルロニックＬ３１、
Ｆ３８、Ｌ４２、Ｌ４４、Ｌ６１、Ｌ６４、Ｆ６８、Ｌ７２、Ｐ９５、Ｆ７７、Ｐ８４、
Ｆ８７、Ｐ９４、Ｌ１０１、Ｐ１０３、Ｆ１０８、Ｌ１２１、Ｐ－１２３」、および三洋
化成（株）製「イオネット（商品名）Ｓ－２０」等が挙げられる。
　また、樹脂としては、アクリベースＦＦＳ－６７５２、アクリベースＦＦＳ－１８７、
アクリキュア－ＲＤ－Ｆ８、サイクロマーＰを用いることもできる。また、以下の樹脂を
用いることもできる。
【００４８】
【化５】

【００４９】
　また、ジチオカルボニル化合物などの可逆的付加開裂連鎖移動剤（reversible additio
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n-fragmentation chain transfer、ＲＡＦＴ剤）およびラジカル開始剤の存在下に重合性
不飽和化合物をラジカル重合することにより得られる、ブロック共重合体や分子量分布の
狭い共重合体を、分散剤として用いてもよい。そのような樹脂の具体例としては、特開２
００８－２４２０８１号公報の段落番号００５３～０１２９および特開２００８－１７６
２１８号公報の段落番号００４９～０１１７等に記載された樹脂が挙げられ、これらの内
容は本願明細書に組み込まれる。また、このようなブロック共重合体や分子量分布の狭い
共重合体をアルカリ可溶性樹脂として用いてもよい。
【００５０】
　これらの樹脂は、単独で使用してもよく、２種以上を組み合わせて使用してもよい。本
発明においては、特に、顔料誘導体と高分子分散剤とを組み合わせて使用することが好ま
しい。
【００５１】
　本発明の着色組成物における樹脂の含有量は、本発明の着色組成物の全固形分に対して
、１０～４０質量％が好ましく、より好ましくは２０～４０質量％であり、さらに好まし
くは２５～３５質量％である。
　また、樹脂の含有量は、顔料１００質量部に対して、２０～１００質量部が好ましく、
３０～８５質量部がより好ましく、４０～７０質量部が特に好ましい。
　樹脂は、本発明の着色組成物中に１種のみ含まれていても良いし、２種以上含まれてい
ても良い。２種類以上含む場合は、その合計量が上記範囲となることが好ましい。
　樹脂は、使用する顔料毎に同一でも異なっていてもよいが、使用する顔料毎に同一であ
ることが好ましい。
【００５２】
＜＜顔料誘導体＞＞
　本発明の着色組成物は、顔料誘導体を含有することが好ましい。顔料誘導体とは、有機
顔料の一部分を、酸性基、塩基性基又はフタルイミドメチル基で置換した構造を有する化
合物である。顔料誘導体としては、分散性及び分散安定性の観点から、酸性基又は塩基性
基を有する顔料誘導体が好ましい。特に好ましくは、塩基性基を顔料誘導体である。また
、上述した樹脂（分散剤）と、顔料誘導体の組み合わせは、樹脂が酸基を有する酸性型の
樹脂で、顔料誘導体が塩基性基を有する組み合わせが好ましい。
【００５３】
　顔料誘導体を構成するための有機顔料としては、ジケトピロロピロール系顔料、アゾ系
顔料、フタロシアニン系顔料、アントラキノン系顔料、キナクリドン系顔料、ジオキサジ
ン系顔料、ペリノン系顔料、ペリレン系顔料、チオインジゴ系顔料、イソインドリン系顔
料、イソインドリノン系顔料、キノフタロン系顔料、スレン系顔料、金属錯体系顔料等が
挙げられる。
　また、顔料誘導体が有する酸性基としては、スルホン酸基、カルボン酸基及びその４級
アンモニウム塩基が好ましく、カルボン酸基及びスルホン酸基がさらに好ましく、スルホ
ン酸基が特に好ましい。顔料誘導体が有する塩基性基としては、アミノ基が好ましく、特
に三級アミノ基が好ましい。
【００５４】
　顔料誘導体としては、特に、キノリン系、ベンズイミダゾロン系およびイソインドリン
系の顔料誘導体が好ましく、キノリン系およびベンズイミダゾロン系の顔料誘導体がさら
に好ましい。特に、下記構造を有する顔料誘導体が好ましい。
【００５５】
【化６】

【００５６】
　一般式（Ｐ）中、Ａは、下記一般式（ＰＡ－１）～（ＰＡ－３）から選ばれる部分構造
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を表す。Ｂは単結合、または（ｔ＋１）価の連結基を表す。Ｃは、単結合、－ＮＨ－、－
ＣＯＮＨ－、－ＣＯ2－、－ＳＯ2ＮＨ－、－Ｏ－、－Ｓ－またはＳＯ2－を表す。Ｄは、
単結合、アルキレン基、シクロアルキレン基またはアリーレン基を表す。Ｅは、－ＳＯ3

Ｈ、－ＳＯ3Ｍ（Ｍはアルカリ金属原子を表す）、－ＣＯ2ＨまたはＮ（Ｒｐａ）（Ｒｐｂ
）を表す。ＲｐａおよびＲｐｂは、各々独立して、アルキル基またはアリール基を表し、
ＲｐａおよびＲｐｂは互いに連結して環を形成してもよい。ｔは１～５の整数を表す。
【００５７】
【化７】

【００５８】
　一般式（ＰＡ－１）および（ＰＡ－２）中、Ｒｐ１は、炭素数１～５のアルキル基また
はアリール基を表す。一般式（ＰＡ－３）中、Ｒｐ２は、水素原子、ハロゲン原子、アル
キル基、またはヒドロキシル基を表す。ｓは、１～４の整数を表す。ｓが２以上の場合、
複数のＲｐ２は、互いに同じであっても、異なっていてもよい。一般式（ＰＡ－１）およ
び一般式（ＰＡ－３）中、Ｒｐ３は、単結合、－ＮＨ－、－ＣＯＮＨ－、－ＣＯ2－、－
ＳＯ2ＮＨ－、－Ｏ－、－Ｓ－またはＳＯ2－を表す。＊はＢとの連結部を表す。
【００５９】
　一般式（Ｐ）中、Ｒｐ１は、特にメチル基またはフェニル基が好ましく、メチル基が最
も好ましい。一般式（ＰＡ－３）中、Ｒｐ２は、水素原子またはハロゲン原子が好ましく
、水素原子または塩素原子が最も好ましい。
【００６０】
　一般式（Ｐ）中、Ｂで表される（ｔ＋１）価の連結基としては、例えば、アルキレン基
、シクロアルキレン基、アリーレン基およびヘテロアリーレン基が挙げられる。これらの
うちでも、特に、下記構造式（ＰＡ－４）～（ＰＡ－９）で表される連結基が好ましい。
【００６１】
【化８】

【００６２】
　構造式（ＰＡ－４）～（ＰＡ－９）のうちでも、特にＢとして、構造式（ＰＡ－５）ま
たは（ＰＡ－８）で表される連結基を有する顔料誘導体が、分散性により優れることから
好ましい。
【００６３】
　一般式（Ｐ）中、Ｄで表されるアルキレン基、シクロアルキレン基およびアリーレン基
としては、例えば、メチレン、エチレン、プロピレン、ブチレン、ペンチレン、ヘキシレ
ン、デシレン、シクロプロピレン、シクロブチレン、シクロペンチレン、シクロヘキシレ
ン、シクロオクチレン、シクロデシレン、フェニレン、ナフチレン等が挙げられる。これ
らのうちでも、Ｄとしては、特にアルキレン基が好ましく、炭素数１～５のアルキレンが
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【００６４】
　一般式（Ｐ）中、Ｅが－Ｎ（Ｒｐａ）（Ｒｐｂ）を表す場合に、ＲｐａおよびＲｐｂに
おけるアルキル基およびアリール基としては、例えば、メチル基、エチル基、プロピル基
、イソプロピル基、ブチル基、ｓｅｃ－ブチル基、ｔｅｒｔ－ブチル基、ペンチル基、イ
ソペンチル基、ネオペンチル基、ヘキシル基、オクチル基、デシル基、シクロプロピル基
、シクロブチル基、シクロペンチル基、シクロヘキシル基、シクロオクチル基、シクロデ
シル基、フェニル基、ナフチル基等を挙げることができる。ＲｐａおよびＲｐｂとしては
、特にアルキル基が好ましく、炭素数１～５のアルキル基が最も好ましい。上記ｔは１ま
たは２が好ましい。
【００６５】
　以下に、顔料誘導体の具体例を示すが、本発明はこれらに限定されるものではない。
　その他、顔料誘導体としては、特開２０１１－２５２０６５号公報の段落０１６２～０
１８３の記載を参酌でき、この内容は本明細書に組み込まれる。
【００６６】
【化９】
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【化１３】

【００６７】
　本発明の着色組成物における顔料誘導体の含有量は、顔料の全質量に対し、１～３０質
量％が好ましく、３～２０質量％がさらに好ましい。顔料誘導体は、１種のみを用いても
よいし、２種以上を併用してもよい。
【００６８】
＜＜硬化性化合物＞＞
　本発明の着色組成物は、硬化性化合物を含有することが好ましい。硬化性化合物として
は、ラジカル、酸、熱により架橋可能な公知の重合性化合物を用いることができる。例え
ば、エチレン性不飽和結合、環状エーテル（エポキシ、オキセタン）、メチロール等を含
む重合性化合物が挙げられる。ドライエッチング法でパターンを形成する場合には、エポ
キシ基を有する化合物が好ましく用いられる。
【００６９】
＜＜＜エポキシ基を有する化合物＞＞＞
　エポキシ基を有する化合物としては、１分子内にエポキシ基を２つ以上有するものが好
ましい。１分子内にエポキシ基を２つ以上有する化合物を用いることにより、本発明の効
果をより効果的に達成することができる。エポキシ基は、１分子内に２～１０個が好まし
く、２～５個がより好ましく、３個が特に好ましい。
【００７０】
　本発明においてエポキシ基を有する化合物は、２つのベンゼン環が炭化水素基で連結し
た構造を有するものが好ましく用いられる。炭化水素基は、炭素数１～６のアルキレン基
が好ましい。
　また、エポキシ基は、連結基を介して連結していることが好ましい。連結基としては、
アルキレン基、アリーレン基、－Ｏ－、－ＮＲ’－（Ｒ’は、水素原子、置換基を有して
いてもよいアルキル基または置換基を有していてもよいアリール基を表し、水素原子が好
ましい）で表される構造、－ＳＯ2－、－ＣＯ－、－Ｏ－および－Ｓ－から選ばれる少な
くとも一つを含む基が挙げられる。
　かかる構造の化合物は、ハロゲン化亜鉛フタルイミド顔料－エポキシ基を有する化合物
間の相互作用が起こり、ハロゲン化亜鉛フタルイミド顔料の近傍に存在しやすい。このた
め、ハロゲン化亜鉛フタルイミド顔料の近傍でエポキシ基を有する化合物の反応が生じや
すく、ハロゲン化亜鉛フタルイミド顔料の昇華や熱移動を効率よく抑制できる。
【００７１】
　エポキシ基を有する化合物は、エポキシ当量（＝エポキシ基を有する化合物の分子量／
エポキシ基の数）が５００ｇ／ｅｑ以下であることが好ましく、１００～４００ｇ／ｅｑ
であることがより好ましく、１００～３００ｇ／ｅｑであることがさらに好ましい。エポ
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キシ基を有する化合物のエポキシ当量の上限値を５００ｇ／ｅｑ以下とすることにより、
上記効果が得られる。また、エポキシ基を有する化合物のエポキシ当量の下限値を１００
ｇ／ｅｑ以上とすることが、実用上の安定性から好ましい。
【００７２】
　エポキシ基を有する化合物は、低分子化合物（例えば、分子量２０００未満、さらには
、分子量１０００未満）でもよいし、高分子化合物（macromolecule）（例えば、分子量
１０００以上、ポリマーの場合は、重量平均分子量が１０００以上）のいずれでもよい。
エポキシ基を有する化合物の重量平均分子量は、２００～１０００００が好ましく、５０
０～１００００がより好ましい。
【００７３】
　２つのベンゼン環が炭化水素基で連結した構造の、エポキシ基を有する化合物としては
、下記一般式（１）で表される化合物が好ましく用いられる。
【００７４】
【化１４】

【００７５】
　一般式（１）において、Ｒ1～Ｒ13は、それぞれ独立に、水素原子、アルキル基、アル
コキシ基、または、ハロゲン原子を表し、Ｌ1は、単結合、または、２価の連結基を表す
。
【００７６】
　一般式（１）のＲ1～Ｒ13は、それぞれ独立に、水素原子、アルキル基、アルコキシ基
、または、ハロゲン原子を表す。
【００７７】
　Ｒ1～Ｒ13におけるアルキル基は、炭素数１～３０のアルキル基が好ましく、炭素数１
～１２のアルキル基がより好ましい。
　アルキル基は、直鎖、分岐及び環状の何れにも限定されないが、直鎖または分岐が好ま
しく、直鎖が特に好ましい。
　アルキル基は、置換基を有していてもよく、無置換であってもよい。無置換が好ましい
。
　アルキル基が有してもよい置換基としては、例えば、アルキル基（好ましくは炭素数１
～４８、より好ましくは炭素数１～２４の、直鎖、分岐鎖、または環状のアルキル基で、
例えば、メチル、エチル、プロピル、イソプロピル、ｎ－ブチル、ｔｅｒｔ－ブチル、ペ
ンチル、ヘキシル、ヘプチル、オクチル、２－エチルヘキシル、ドデシル、ヘキサデシル
、シクロプロピル、シクロペンチル、シクロヘキシル、１－ノルボルニル、１－アダマン
チル）、アルケニル基（好ましくは炭素数２～４８、より好ましくは炭素数２～１８のア
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ルケニル基で、例えば、ビニル、アリル、３－ブテン－１－イル）、アルキニル基（好ま
しくは炭素数２～２０、より好ましくは炭素数２～１２、特に好ましくは炭素数２～８で
あり、例えばプロパルギル、３－ペンチニル等が挙げられる。）、アリール基（好ましく
は炭素数６～４８、より好ましくは炭素数６～２４のアリール基で、例えば、フェニル、
ナフチル）、ヘテロ環基（好ましくは炭素数１～３２、より好ましくは炭素数１～１８の
ヘテロ環基で、例えば、２－チエニル、４－ピリジル、２－フリル、２－ピリミジニル、
１－ピリジル、２－ベンゾチアゾリル、１－イミダゾリル、１－ピラゾリル、ベンゾトリ
アゾール－１－イル）、シリル基（好ましくは炭素数３～３８、より好ましくは炭素数３
～１８のシリル基で、例えば、トリメチルシリル、トリエチルシリル、トリブチルシリル
、ｔｅｒｔ－ブチルジメチルシリル、ｔｅｒｔ－ヘキシルジメチルシリル）、ヒドロキシ
ル基、シアノ基、ニトロ基、アルコキシ基（好ましくは炭素数１～４８、より好ましくは
炭素数１～２４のアルコキシ基、さらに好ましくは炭素数１～３のアルコキシ基で、例え
ば、メトキシ、エトキシ、１－ブトキシ、２－ブトキシ、イソプロポキシ、ｔｅｒｔ－ブ
トキシ、ドデシルオキシ、シクロアルキルオキシ基で、例えば、シクロペンチルオキシ、
シクロヘキシルオキシ）、アリールオキシ基（好ましくは炭素数６～４８、より好ましく
は炭素数６～２４のアリールオキシ基で、例えば、フェノキシ、１－ナフトキシ）、ヘテ
ロ環オキシ基（好ましくは炭素数１～３２、より好ましくは炭素数１～１８のヘテロ環オ
キシ基で、例えば、１－フェニルテトラゾール－５－オキシ、２－テトラヒドロピラニル
オキシ）、シリルオキシ基（好ましくは炭素数１～３２、より好ましくは炭素数１～１８
のシリルオキシ基で、例えば、トリメチルシリルオキシ、ｔｅｒｔ－ブチルジメチルシリ
ルオキシ、ジフェニルメチルシリルオキシ）、アシルオキシ基（好ましくは炭素数２～４
８、より好ましくは炭素数２～２４のアシルオキシ基で、例えば、アセトキシ、ピバロイ
ルオキシ、２－エチルヘキサノイルオキシ基、２－メチルプロパノイルオキシ基、オクタ
ノイルオキシ基、ブタノイルオキシ基、２－メチルブタノイルオキシ基、ベンゾイルオキ
シ、ドデカノイルオキシ）、アルコキシカルボニルオキシ基（好ましくは炭素数２～４８
、より好ましくは炭素数２～２４のアルコキシカルボニルオキシ基で、例えば、エトキシ
カルボニルオキシ、ｔｅｒｔ－ブトキシカルボニルオキシ、シクロアルキルオキシカルボ
ニルオキシ基で、例えば、シクロヘキシルオキシカルボニルオキシ）、アリールオキシカ
ルボニルオキシ基（好ましくは炭素数７～３２、より好ましくは炭素数７～２４のアリー
ルオキシカルボニルオキシ基で、例えば、フェノキシカルボニルオキシ）、カルバモイル
オキシ基（好ましくは炭素数１～４８、よりこの好ましくは炭素数１～２４のカルバモイ
ルオキシ基で、例えば、Ｎ，Ｎ－ジメチルカルバモイルオキシ、Ｎ－ブチルカルバモイル
オキシ、Ｎ－フェニルカルバモイルオキシ、Ｎ－エチル－Ｎ－フェニルカルバモイルオキ
シ）、スルファモイルオキシ基（好ましくは炭素数１～３２、より好ましくは炭素数１～
２４のスルファモイルオキシ基で、例えば、Ｎ，Ｎ－ジエチルスルファモイルオキシ、Ｎ
－プロピルスルファモイルオキシ）、アルキルスルホニルオキシ基（好ましくは炭素数１
～３８、より好ましくは炭素数１～２４のアルキルスルホニルオキシ基で、例えば、メチ
ルスルホニルオキシ、ヘキサデシルスルホニルオキシ、シクロヘキシルスルホニルオキシ
）、アリールスルホニルオキシ基（好ましくは炭素数６～３２、より好ましくは炭素数６
～２４のアリールスルホニルオキシ基で、例えば、フェニルスルホニルオキシ）、アシル
基（好ましくは炭素数１～４８、より好ましくは炭素数１～２４のアシル基で、例えば、
ホルミル、アセチル、ピバロイル、ベンゾイル、テトラデカノイル、シクロヘキサノイル
）、アルコキシカルボニル基（好ましくは炭素数２～４８、より好ましくは炭素数２～２
４のアルコキシカルボニル基で、例えば、メトキシカルボニル、エトキシカルボニル、オ
クタデシルオキシカルボニル、シクロヘキシルオキシカルボニル、２，６－ジ－ｔｅｒｔ
－ブチル－４－メチルシクロヘキシルオキシカルボニル）、アリールオキシカルボニル基
（好ましくは炭素数７～３２、より好ましくは炭素数７～２４のアリールオキシカルボニ
ル基で、例えば、フェノキシカルボニル）、カルバモイル基（好ましくは炭素数１～４８
、より好ましくは炭素数１～２４のカルバモイル基で、例えば、カルバモイル、Ｎ，Ｎ－
ジエチルカルバモイル、Ｎーエチル－Ｎ－オクチルカルバモイル、Ｎ，Ｎ－ジブチルカル
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バモイル、Ｎ－プロピルカルバモイル、Ｎ－フェニルカルバモイル、Ｎ－メチルＮ－フェ
ニルカルバモイル、Ｎ，Ｎ－ジシクロへキシルカルバモイル）、アミノ基（好ましくは炭
素数３２以下、より好ましくは炭素数２４以下のアミノ基で、例えば、アミノ、メチルア
ミノ、Ｎ，Ｎ－ジブチルアミノ、テトラデシルアミノ、２－エチルへキシルアミノ、シク
ロヘキシルアミノ）、アニリノ基（好ましくは炭素数６～３２、より好ましくは６～２４
のアニリノ基で、例えば、アニリノ、Ｎ－メチルアニリノ）、ヘテロ環アミノ基（好まし
くは炭素数１～３２、より好ましくは１～１８のヘテロ環アミノ基で、例えば、４－ピリ
ジルアミノ）、カルボンアミド基（好ましくは炭素数２～４８、より好ましくは２～２４
のカルボンアミド基で、例えば、アセトアミド、ベンズアミド、テトラデカンアミド、ピ
バロイルアミド、シクロヘキサンアミド）、ウレイド基（好ましくは炭素数１～３２、よ
り好ましくは炭素数１～２４のウレイド基で、例えば、ウレイド、Ｎ，Ｎ－ジメチルウレ
イド、Ｎ－フェニルウレイド）、イミド基（好ましくは炭素数３６以下、より好ましくは
炭素数２４以下のイミド基で、例えば、Ｎ－スクシンイミド、Ｎ－フタルイミド）、アル
コキシカルボニルアミノ基（好ましくは炭素数２～４８、より好ましくは炭素数２～２４
のアルコキシカルボニルアミノ基で、例えば、メトキシカルボニルアミノ、エトキシカル
ボニルアミノ、ｔｅｒｔ－ブトキシカルボニルアミノ、オクタデシルオキシカルボニルア
ミノ、シクロヘキシルオキシカルボニルアミノ）、アリールオキシカルボニルアミノ基（
好ましくは炭素数７～３２、より好ましくは炭素数７～２４のアリールオキシカルボニル
アミノ基で、例えば、フェノキシカルボニルアミノ）、スルホンアミド基（好ましくは炭
素数１～４８、より好ましくは炭素数１～２４のスルホンアミド基で、例えば、メタンス
ルホンアミド、ブタンスルホンアミド、ベンゼンスルホンアミド、ヘキサデカンスルホン
アミド、シクロヘキサンスルホンアミド）、スルファモイルアミノ基（好ましくは炭素数
１～４８、より好ましくは炭素数１～２４のスルファモイルアミノ基で、例えば、Ｎ、Ｎ
－ジプロピルスルファモイルアミノ、Ｎ－エチル－Ｎ－ドデシルスルファモイルアミノ）
、アゾ基（好ましくは炭素数１～３２、より好ましくは炭素数１～２４のアゾ基で、例え
ば、フェニルアゾ、３－ピラゾリルアゾ）、アルキルチオ基（好ましくは炭素数１～４８
、より好ましくは炭素数１～２４のアルキルチオ基で、例えば、メチルチオ、エチルチオ
、オクチルチオ、シクロヘキシルチオ）、アリールチオ基（好ましくは炭素数６～４８、
より好ましくは炭素数６～２４のアリールチオ基で、例えば、フェニルチオ）、ヘテロ環
チオ基（好ましくは炭素数１～３２、より好ましくは炭素数１～１８のヘテロ環チオ基で
、例えば、２－ベンゾチアゾリルチオ、２－ピリジルチオ、１－フェニルテトラゾリルチ
オ）、アルキルスルフィニル基（好ましくは炭素数１～３２、より好ましくは炭素数１～
２４のアルキルスルフィニル基で、例えば、ドデカンスルフィニル）、アリールスルフィ
ニル基（好ましくは炭素数６～３２、より好ましくは炭素数６～２４のアリールスルフィ
ニル基で、例えば、フェニルスルフィニル）、アルキルスルホニル基（好ましくは炭素数
１～４８、より好ましくは炭素数１～２４のアルキルスルホニル基で、例えば、メチルス
ルホニル、エチルスルホニル、プロピルスルホニル、ブチルスルホニル、イソプロピルス
ルホニル、２－エチルヘキシルスルホニル、ヘキサデシルスルホニル、オクチルスルホニ
ル、シクロヘキシルスルホニル）、アリールスルホニル基（好ましくは炭素数６～４８、
より好ましくは炭素数６～２４のアリールスルホニル基で、例えば、フェニルスルホニル
、１－ナフチルスルホニル）、スルファモイル基（好ましくは炭素数３２以下、より好ま
しくは炭素数２４以下のスルファモイル基で、例えば、スルファモイル、Ｎ，Ｎ－ジプロ
ピルスルファモイル、Ｎ－エチル－Ｎ－ドデシルスルファモイル、Ｎ－エチル－Ｎ－フェ
ニルスルファモイル、Ｎ－シクロヘキシルスルファモイル）、スルホ基、ホスホニル基（
好ましくは炭素数１～３２、より好ましくは炭素数１～２４のホスホニル基で、例えば、
フェノキシホスホニル、オクチルオキシホスホニル、フェニルホスホニル）、ホスフィノ
イルアミノ基（好ましくは炭素数１～３２、より好ましくは炭素数１～２４のホスフィノ
イルアミノ基で、例えば、ジエトキシホスフィノイルアミノ、ジオクチルオキシホスフィ
ノイルアミノ）、等が挙げられる。これらの置換基はさらに置換されてもよい。また置換
基が二つ以上ある場合は、同一でも異なっていても良い。また、可能な場合には互いに連
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【００７８】
　Ｒ1～Ｒ13におけるアルコキシ基は、炭素数１～３０のアルコキシ基が好ましく、炭素
数１～１２のアルコキシ基が特に好ましい。
　アルコキシ基は、置換基を有していてもよく、無置換であってもよい。無置換が好まし
い。置換基の具体例としては、アルキル基が有していてもよい置換基と同様のものが挙げ
られる。
【００７９】
　Ｒ1～Ｒ13におけるハロゲン原子としては、フッ素原子、塩素原子、臭素原子及びヨウ
素原子が挙げられる。
【００８０】
　Ｒ1～Ｒ13は、それぞれ独立に水素原子、メチル基、エチル基又はメトキシ基のいずれ
かが好ましい。また、Ｒ13は、メチル基が好ましい。また、Ｒ1～Ｒ12は、水素原子が好
ましい。
【００８１】
　一般式（１）のＬ1は、単結合、または、２価の連結基を表す。好ましくは２価の連結
基である。
　２価の連結基としては、アルキレン基、アリーレン基、－Ｏ－、－ＮＲ’－（Ｒ’は、
水素原子、置換基を有していてもよいアルキル基または置換基を有していてもよいアリー
ル基を表し、水素原子が好ましい）で表される構造、－ＳＯ2－、－ＣＯ－、－Ｏ－およ
び－Ｓ－から選ばれる少なくとも一つを含む基が挙げられる。これらは、置換基を有して
もよい。置換基としては、上述したＲ1～Ｒ13におけるアルキル基が有していてもよい置
換基で説明したものと同様のものが挙げられる。
　アルキレン基の炭素数は、１～３０が好ましく、１～１２がより好ましい。
　アリーレン基の炭素数は、６～３０が好ましく、６～１２がより好ましい。
【００８２】
　上記一般式（１）で表される化合物は、下記一般式（１ａ）で表される化合物がより好
ましい。
【００８３】
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【化１５】

【００８４】
　一般式（１ａ）において、Ｒ1～Ｒ19は、それぞれ独立に、水素原子、アルキル基、ア
ルコキシ基、または、ハロゲン原子を表す。
　一般式（１ａ）のＲ1～Ｒ19は、上記一般式（１）のＲ1～Ｒ13と同義である。
　特に、Ｒ1～Ｒ19は、それぞれ独立に水素原子、メチル基、エチル基またはメトキシ基
のいずれかが好ましい。また、より好ましくは、Ｒ13、Ｒ18およびＲ19から選ばれる１以
上がメチル基である。更に好ましくは、Ｒ13、Ｒ18およびＲ19がメチル基で、Ｒ1～Ｒ12

、Ｒ14～Ｒ17が水素原子である。
【００８５】
　上記一般式（１ａ）で表される化合物としては、例えば、１－［４－（１－ヒドロキシ
－１－メチル－エチル）－フェニル］エタノンとフェノール類（無置換もしくは、炭素数
１～１２のアルキル基、炭素数１～１２のアルコキシ基、ハロゲン原子を置換基として有
するフェノール類）との反応により得られるフェノール樹脂とエピハロヒドリン（エピク
ロロヒドリン、エピブロモヒドリンから選ばれる少なくとも１種）との反応により、主成
分として得られる化合物が挙げられる。市販品としては、株式会社プリンテック製ＶＧ－
３１０１Ｌ、日本化薬株式会社製ＮＣ－６０００及びＮＣ－６３００等が挙げられる。
【００８６】
　エポキシ基を有する化合物は、上述した化合物の他に、例えば、下記一般式（ＥＰ１）
で表される化合物を用いることができる。
【００８７】
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【００８８】
　式（ＥＰ１）中、ＲEP1～ＲEP3は、それぞれ、水素原子、ハロゲン原子、アルキル基を
表し、アルキル基は、環状構造を有するものであってもよく、また、置換基を有していて
もよい。またＲEP1とＲEP2、ＲEP2とＲEP3は、互いに結合して環構造を形成していてもよ
い。アルキル基が有していてもよい置換基としては例えば、ヒドロキシル基、シアノ基、
アルコキシ基、アルキルカルボニル基、アルコキシカルボニル基、アルキルカルボニルオ
キシ基、アルキルチオ基、アルキルスルホン基、アルキルスルホニル基、アルキルアミノ
基、アルキルアミド基、などが挙げられる。
　ＱEPは単結合若しくはｎEP価の有機基を表す。ＲEP1～ＲEP3は、ＱEPとも結合して環構
造を形成していても良い。
　ｎEPは２以上の整数を表し、好ましくは２～１０、更に好ましくは２～６である。但し
ＱEPが単結合の場合、ｎEPは２である。
【００８９】
　ＱEPがｎEP価の有機基の場合、鎖状若しくは環状のｎEP価の飽和炭化水素基（炭素数２
～２０が好ましい）、ｎEP価の芳香環基（炭素数６～３０が好ましい）、又は鎖状若しく
は環状の飽和炭化水素若しくは芳香族炭化水素に、エーテル基、エステル基、アミド基、
スルホンアミド基、アルキレン基（炭素数１～４が好ましく、メチレン基がより好ましい
）等の２価の連結基、－Ｎ（－）2等の３価の連結基又はこれらの組み合わせが連結した
構造を有するｎEP価の有機基などが好ましい。
【００９０】
　以下に具体例を例示するが、本発明はこれらに限定されるものではない。
【００９１】
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【化１７】

【００９２】
　エポキシ基を有する化合物としては、側鎖にエポキシ基を有するオリゴマーやポリマー
も好ましく用いることができる。このような化合物としては、ビスフェノールＡ型エポキ
シ樹脂、ビスフェノールＦ型エポキシ樹脂、フェノールノボラック型エポキシ樹脂、クレ
ゾールノボラック型エポキシ樹脂、脂肪族エポキシ樹脂等を挙げることができる。
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　これらの化合物は、市販品を用いてもよいし、ポリマーの側鎖へエポキシ基を導入する
ことによっても得られる。
【００９３】
　市販品としては、例えば、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂としては、ＪＥＲ８２７、
ＪＥＲ８２８、ＪＥＲ８３４、ＪＥＲ１００１、ＪＥＲ１００２、ＪＥＲ１００３、ＪＥ
Ｒ１０５５、ＪＥＲ１００７、ＪＥＲ１００９、ＪＥＲ１０１０（以上、ジャパンエポキ
シレジン（株）製）、ＥＰＩＣＬＯＮ８６０、ＥＰＩＣＬＯＮ１０５０、ＥＰＩＣＬＯＮ
１０５１、ＥＰＩＣＬＯＮ１０５５（以上、ＤＩＣ（株）製）等であり、ビスフェノール
Ｆ型エポキシ樹脂としては、ＪＥＲ８０６、ＪＥＲ８０７、ＪＥＲ４００４、ＪＥＲ４０
０５、ＪＥＲ４００７、ＪＥＲ４０１０（以上、ジャパンエポキシレジン（株）製）、Ｅ
ＰＩＣＬＯＮ８３０、ＥＰＩＣＬＯＮ８３５（以上、ＤＩＣ（株）製）、ＬＣＥ－２１、
ＲＥ－６０２Ｓ（以上、日本化薬（株）製）等であり、フェノールノボラック型エポキシ
樹脂としては、ＪＥＲ１５２、ＪＥＲ１５４、ＪＥＲ１５７Ｓ７０、ＪＥＲ１５７Ｓ６５
（以上、ジャパンエポキシレジン（株）製）、ＥＰＩＣＬＯＮ　Ｎ－７４０、ＥＰＩＣＬ
ＯＮ　Ｎ－７７０、ＥＰＩＣＬＯＮ　Ｎ－７７５（以上、ＤＩＣ（株）製）等であり、ク
レゾールノボラック型エポキシ樹脂としては、ＥＰＩＣＬＯＮ　Ｎ－６６０、ＥＰＩＣＬ
ＯＮ　Ｎ－６６５、ＥＰＩＣＬＯＮ　Ｎ－６７０、ＥＰＩＣＬＯＮ　Ｎ－６７３、ＥＰＩ
ＣＬＯＮ　Ｎ－６８０、ＥＰＩＣＬＯＮ　Ｎ－６９０、ＥＰＩＣＬＯＮ　Ｎ－６９５（以
上、ＤＩＣ（株）製）、ＥＯＣＮ－１０２０（以上、日本化薬（株）製）等であり、脂肪
族エポキシ樹脂としては、ＡＤＥＫＡ　ＲＥＳＩＮ　ＥＰ－４０８０Ｓ、同ＥＰ－４０８
５Ｓ、同ＥＰ－４０８８Ｓ（以上、（株）ＡＤＥＫＡ製）、セロキサイド２０２１Ｐ、セ
ロキサイド２０８１、セロキサイド２０８３、セロキサイド２０８５、ＥＨＰＥ３１５０
、ＥＰＯＬＥＡＤ　ＰＢ　３６００、同ＰＢ　４７００（以上、ダイセル化学工業（株）
製）、デナコール　ＥＸ－２１２Ｌ、ＥＸ－２１４Ｌ、ＥＸ－２１６Ｌ、ＥＸ－３２１Ｌ
、ＥＸ－８５０Ｌ（以上、ナガセケムテックス(株)製）等である。その他にも、ＡＤＥＫ
Ａ　ＲＥＳＩＮ　ＥＰ－４０００Ｓ、同ＥＰ－４００３Ｓ、同ＥＰ－４０１０Ｓ、同ＥＰ
－４０１１Ｓ（以上、（株）ＡＤＥＫＡ製）、ＮＣ－２０００、ＮＣ－３０００、ＮＣ－
７３００、ＸＤ－１０００、ＥＰＰＮ－５０１、ＥＰＰＮ－５０２（以上、（株）ＡＤＥ
ＫＡ製）、ＪＥＲ１０３１Ｓ（ジャパンエポキシレジン（株）製）等が挙げられる。
　また、エポキシ基を有する化合物の市販品としては、ＪＥＲ１０３１Ｓ（三菱化学（株
）製）、ＪＥＲ１０３２Ｈ６０（三菱化学（株）製）、ＥＰＩＣＬＯＮ ＨＰ－４７００
（ＤＩＣ（株）社製）、ＥＰＩＣＬＯＮ Ｎ－６９５（ＤＩＣ（株）社製）等も好ましく
用いることができる。
【００９４】
　ポリマー側鎖へ導入して合成する場合、導入反応は、例えばトリエチルアミン、ベンジ
ルメチルアミン等の３級アミン、ドデシルトリメチルアンモニウムクロライド、テトラメ
チルアンモニウムクロライド、テトラエチルアンモニウムクロライド、等の４級アンモニ
ウム塩、ピリジン、トリフェニルフォスフィン等を触媒として有機溶剤中、反応温度５０
～１５０℃で数～数十時間反応させることにより行える。脂環式エポキシ不飽和化合物の
導入量は得られるポリマーの酸価が５～２００ＫＯＨ・ｍｇ／ｇを満たす範囲になるよう
に制御すると好ましい。
　エポキシ不飽和化合物としては、グリシジル（メタ）アクリレートやアリルグリシジル
エーテル等のエポキシ基としてグリシジル基を有するものも使用可能であるが、脂環式エ
ポキシ基を有する不飽和化合物であることが好ましい。このようなものとしては、例えば
以下の化合物を例示することができる。
【００９５】
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【化１８】

【００９６】
　本発明において、エポキシ基を有する化合物は、単独で用いてもよいし、２種以上組み
合わせて用いてもよい。エポキシ基を有する化合物は、実質的に、一般式（１）で表され
る化合物のみで構成されていることが好ましい。なお、「実質的に、一般式（１）で表さ
れる化合物のみで構成されている」とは、エポキシ基を有する化合物の全量中に、一般式
（１）で表される化合物以外のエポキシ基を有する化合物の含有量が３質量％以下である
ことが好ましく、１質量％以下がより好ましく、０．０１質量％以下がさらに好ましく、
含有しないことが最も好ましい。
【００９７】
　本発明の着色組成物中におけるエポキシ基を有する化合物の総含有量としては、低分子
化合物を配合するか、高分子化合物を配合するかにもよるが、着色組成物の全固形分（質
量）に対して、５～４０質量％が好ましく、５～３５質量％がより好ましく、５～３０質
量％が特に好ましい。このような配合量とすることにより、混色をより効果的に抑制でき
る。
【００９８】
＜＜＜他の重合性化合物＞＞＞
　他の重合性化合物としては、少なくとも１個の付加重合可能なエチレン基を有する、常
圧下で１００℃以上の沸点を持つエチレン性不飽和基を持つ化合物などが挙げられる。そ
の例としては、ポリエチレングリコールモノ（メタ）アクリレート、ポリプロピレングリ
コールモノ（メタ）アクリレート、フェノキシエチル（メタ）アクリレート等の単官能の
アクリレートやメタアクリレート；ポリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ト
リメチロールエタントリ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコールジ（メタ）アク
リレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールテト
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タエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、ヘキサンジオール（メタ）アクリレート
、トリメチロールプロパントリ（アクリロイルオキシプロピル）エーテル、トリ（アクリ
ロイロキシエチル）イソシアヌレート、グリセリンやトリメチロールエタン等の多官能ア
ルコールにエチレンオキサイドやプロピレンオキサイドを付加させた後（メタ）アクリレ
ート化したもの、特公昭４８－４１７０８号公報、特公昭５０－６０３４号公報、特開昭
５１－３７１９３号公報に記載されているようなウレタン（メタ）アクリレート類、特開
昭４８－６４１８３号公報、特公昭４９－４３１９１号公報、特公昭５２－３０４９０号
公報に記載されているポリエステルアクリレート類、エポキシ樹脂と（メタ）アクリル酸
との反応生成物であるエポキシアクリレート類等の多官能のアクリレートやメタアクリレ
ートおよびこれらの混合物を挙げることができる。
　多官能カルボン酸にグリシジル（メタ）アクリレート等の環状エーテル基とエチレン性
不飽和基を有する化合物を反応させ得られる多官能（メタ）アクリレートなども挙げるこ
とができる。
　また、その他の好ましい重合性化合物として、特開２０１０－１６０４１８号公報、特
開２０１０－１２９８２５号公報、特許第４３６４２１６号明細書等に記載される、フル
オレン環を有し、エチレン性不飽和基を２官能以上有する化合物、カルド樹脂も使用する
ことが可能である。
【００９９】
　また、常圧下で１００℃以上の沸点を有し、少なくとも１個の付加重合可能なエチレン
性不飽和基を持つ化合物としては、特開２００８－２９２９７０号公報の段落番号［０２
５４］～［０２５７］に記載の化合物も好適である。
【０１００】
　上記のほか、下記一般式（ＭＯ－１）～（ＭＯ－５）で表される、ラジカル重合性モノ
マーも好適に用いることができる。なお、式中、Ｔがオキシアルキレン基の場合には、炭
素原子側の末端がＲに結合する。
【０１０１】



(31) JP 6205288 B2 2017.9.27

10

20

30

40

50

【化１９】

【０１０２】
【化２０】

【０１０３】
　一般式において、ｎは０～１４であり、ｍは１～８である。一分子内に複数存在するＲ
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、Ｔ、は、各々同一であっても、異なっていてもよい。
　一般式（ＭＯ－１）～（ＭＯ－５）で表される重合性化合物の各々において、複数存在
するＲの少なくとも１つは、－ＯＣ（＝Ｏ）ＣＨ＝ＣＨ2、または、－ＯＣ（＝Ｏ）Ｃ（
ＣＨ3）＝ＣＨ2で表される基を表す。
　一般式（ＭＯ－１）～（ＭＯ－５）で表される重合性化合物の具体例としては、特開２
００７－２６９７７９号公報の段落番号０２４８～段落番号０２５１に記載されている化
合物を本発明においても好適に用いることができる。
【０１０４】
　また、特開平１０－６２９８６号公報において一般式（１）および（２）としてその具
体例と共に記載の多官能アルコールにエチレンオキサイドやプロピレンオキサイドを付加
させた後に（メタ）アクリレート化した化合物も、重合性化合物として用いることができ
る。
【０１０５】
　ジペンタエリスリトールトリアクリレート（市販品としてはKAYARAD D-330；日本化薬
株式会社製）、ジペンタエリスリトールテトラアクリレート（市販品としてはKAYARAD D-
320；日本化薬株式会社製）ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレート（市販
品としてはKAYARAD D-310；日本化薬株式会社製）、ジペンタエリスリトールヘキサ（メ
タ）アクリレート（市販品としてはKAYARAD DPHA；日本化薬株式会社製）、およびこれら
の（メタ）アクリロイル基がエチレングリコール、プロピレングリコール残基を介してい
る構造が好ましい。これらのオリゴマータイプも使用できる。
【０１０６】
　他の重合性化合物は、多官能モノマーであって、カルボキシル基、スルホン酸基、リン
酸基等の酸基を有していてもよい。エチレン性化合物が、上記のように混合物である場合
のように未反応のカルボキシル基を有するものであれば、これをそのまま利用することが
できるが、必要において、上述のエチレン性化合物のヒドロキシル基に非芳香族カルボン
酸無水物を反応させて酸基を導入してもよい。この場合、使用される非芳香族カルボン酸
無水物の具体例としては、無水テトラヒドロフタル酸、アルキル化無水テトラヒドロフタ
ル酸、無水ヘキサヒドロフタル酸、アルキル化無水ヘキサヒドロフタル酸、無水コハク酸
、無水マレイン酸が挙げられる。
【０１０７】
　酸基を有する多官能モノマーとしては、脂肪族ポリヒドロキシ化合物と不飽和カルボン
酸とのエステルであり、脂肪族ポリヒドロキシ化合物の未反応のヒドロキシル基に非芳香
族カルボン酸無水物を反応させて酸基を持たせた多官能モノマーが好ましく、特に好まし
くは、このエステルにおいて、脂肪族ポリヒドロキシ化合物がペンタエリスリトールおよ
び／またはジペンタエリスリトールであるものである。市販品としては、例えば、東亞合
成株式会社製の多塩基酸変性アクリルオリゴマーとして、Ｍ－５１０、Ｍ－５２０などが
挙げられる。
【０１０８】
　これらのモノマーは１種を単独で用いてもよいが、製造上、単一の化合物を用いること
は難しいことから、２種以上を混合して用いてもよい。また、必要に応じてモノマーとし
て酸基を有しない多官能モノマーと酸基を有する多官能モノマーを併用してもよい。
　酸基を有する多官能モノマーの好ましい酸価としては、０．１ｍｇＫＯＨ／ｇ～４０ｍ
ｇＫＯＨ／ｇであり、特に好ましくは５ｍｇＫＯＨ／ｇ～３０ｍｇＫＯＨ／ｇである。多
官能モノマーの酸価が低すぎると現像溶解特性が落ち、高すぎると製造や取扱いが困難に
なり光重合性能が落ち、画素の表面平滑性等の硬化性が劣るものとなる。従って、異なる
酸基の多官能モノマーを２種以上併用する場合、或いは酸基を有しない多官能モノマーを
併用する場合、全体の多官能モノマーとしての酸基が上記範囲に入るように調整すること
が好ましい。
【０１０９】
　また、他の重合性化合物として、カプロラクトン構造を有する多官能性単量体を含有す
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ることも好ましい態様である。
　カプロラクトン構造を有する多官能性単量体としては、その分子内にカプロラクトン構
造を有する限り特に限定されるものではないが、例えば、トリメチロールエタン、ジトリ
メチロールエタン、トリメチロールプロパン、ジトリメチロールプロパン、ペンタエリス
リトール、ジペンタエリスリトール、トリペンタエリスリトール、グリセリン、ジグリセ
ロール、トリメチロールメラミン等の多価アルコールと、（メタ）アクリル酸およびε－
カプロラクトンをエステル化することにより得られる、ε－カプロラクトン変性多官能（
メタ）アクリレートを挙げることができる。なかでも下記一般式（Ｚ－１）で表されるカ
プロラクトン構造を有する多官能性単量体が好ましい。
【０１１０】
【化２１】

【０１１１】
　一般式（Ｚ－１）中、６個のＲは全てが下記一般式（Ｚ－２）で表される基であるか、
または６個のＲのうち１～５個が下記一般式（Ｚ－２）で表される基であり、残余が下記
一般式（Ｚ－３）で表される基である。
【０１１２】

【化２２】

【０１１３】
　一般式（Ｚ－２）中、Ｒ1は水素原子またはメチル基を示し、ｍは１または２の数を示
し、「＊」は結合手であることを示す。
【０１１４】

【化２３】

【０１１５】
　一般式（Ｚ－３）中、Ｒ1は水素原子またはメチル基を示し、「＊」は結合手であるこ
とを示す。）
【０１１６】
　このようなカプロラクトン構造を有する多官能性単量体は、例えば、日本化薬（株）か
らＫＡＹＡＲＡＤ　ＤＰＣＡシリーズとして市販されており、ＤＰＣＡ－２０（上記式（
１）～（３）においてｍ＝１、式（２）で表される基の数＝２、Ｒ1が全て水素原子であ
る化合物）、ＤＰＣＡ－３０（同式、ｍ＝１、式（２）で表される基の数＝３、Ｒ1が全
て水素原子である化合物）、ＤＰＣＡ－６０（同式、ｍ＝１、式（２）で表される基の数
＝６、Ｒ1が全て水素原子である化合物）、ＤＰＣＡ－１２０（同式においてｍ＝２、式
（２）で表される基の数＝６、Ｒ1が全て水素原子である化合物）等を挙げることができ
る。
　カプロラクトン構造を有する多官能性単量体は、単独でまたは２種以上を混合して使用
することができる。
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【０１１７】
　また、他の重合性化合物としては、下記一般式（Ｚ－４）または（Ｚ－５）で表される
化合物の群から選択される少なくとも１種であることも好ましい。
【０１１８】
【化２４】

【０１１９】
　一般式（Ｚ－４）および（Ｚ－５）中、Ｅは、各々独立に、－（（ＣＨ2）ｙＣＨ2Ｏ）
－、または－（（ＣＨ2）ｙＣＨ（ＣＨ3）Ｏ）－を表し、ｙは、各々独立に０～１０の整
数を表し、Ｘは、各々独立に、アクリロイル基、メタクリロイル基、水素原子、またはカ
ルボキシル基を表す。
　一般式（Ｚ－４）中、アクリロイル基およびメタクリロイル基の合計は３個または４個
であり、ｍは各々独立に０～１０の整数を表し、各ｍの合計は０～４０の整数である。但
し、各ｍの合計が０の場合、Ｘのうちいずれか１つはカルボキシル基である。
　一般式（ii）中、アクリロイル基およびメタクリロイル基の合計は５個または６個であ
り、ｎは各々独立に０～１０の整数を表し、各ｎの合計は０～６０の整数である。但し、
各ｎの合計が０の場合、Ｘのうちいずれか１つはカルボキシル基である。
【０１２０】
　一般式（Ｚ－４）中、ｍは、０～６の整数が好ましく、０～４の整数がより好ましい。
また、各ｍの合計は、２～４０の整数が好ましく、２～１６の整数がより好ましく、４～
８の整数が特に好ましい。
　一般式（Ｚ－５）中、ｎは、０～６の整数が好ましく、０～４の整数がより好ましい。
　また、各ｎの合計は、３～６０の整数が好ましく、３～２４の整数がより好ましく、６
～１２の整数が特に好ましい。
　また、一般式（Ｚ－４）または一般式（Ｚ－５）中の－（（ＣＨ2）ｙＣＨ2Ｏ）－また
は－（（ＣＨ2）ｙＣＨ（ＣＨ3）Ｏ）－は、酸素原子側の末端がＸに結合する形態が好ま
しい。
【０１２１】
　一般式（Ｚ－４）または一般式（Ｚ－５）で表される化合物は１種単独で用いてもよい
し、２種以上併用してもよい。特に、一般式（ii）において、６個のＸ全てがアクリロイ
ル基である形態が好ましい。
【０１２２】
　また、一般式（Ｚ－４）または一般式（Ｚ－５）で表される化合物の重合性化合物中に
おける全含有量としては、２０質量％以上が好ましく、５０質量％以上がより好ましい。
【０１２３】
　一般式（Ｚ－４）または一般式（Ｚ－５）で表される化合物は、従来公知の工程である
、ペンタエリスリト－ルまたはジペンタエリスリト－ルにエチレンオキシドまたはプロピ
レンオキシドを開環付加反応により開環骨格を結合する工程と、開環骨格の末端水酸基に
、例えば（メタ）アクリロイルクロライドを反応させて（メタ）アクリロイル基を導入す
る工程と、から合成することができる。各工程は良く知られた工程であり、当業者は容易
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【０１２４】
　一般式（Ｚ－４）または一般式（Ｚ－５）で表される化合物の中でも、ペンタエリスリ
トール誘導体および／またはジペンタエリスリトール誘導体がより好ましい。
　具体的には、下記式（ａ）～（ｆ）で表される化合物（以下、「例示化合物（ａ）～（
ｆ）」ともいう。）が挙げられ、中でも、例示化合物（ａ）、（ｂ）、（ｅ）、（ｆ）が
好ましい。
【０１２５】
【化２５】

【０１２６】
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【０１２７】
　一般式（Ｚ－４）、（Ｚ－５）で表される重合性化合物の市販品としては、例えばサー
トマー社製のエチレンオキシ鎖を４個有する４官能アクリレートであるＳＲ－４９４、日
本化薬株式会社製のペンチレンオキシ鎖を６個有する６官能アクリレートであるＤＰＣＡ
－６０、イソブチレンオキシ鎖を３個有する３官能アクリレートであるＴＰＡ－３３０な
どが挙げられる。
【０１２８】
　また、他の重合性化合物として、アルコキシメチル基を有する化合物を用いることもで
きる。アルコキシメチル基を有する化合物としては、例えば、以下で表される化合物が一
例として挙げられる。
【０１２９】
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【化２７】

【０１３０】
　また、他の重合性化合物としては、特公昭４８－４１７０８号公報、特開昭５１－３７
１９３号公報、特公平２－３２２９３号公報、特公平２－１６７６５号公報に記載されて
いるようなウレタンアクリレート類や、特公昭５８－４９８６０号公報、特公昭５６－１
７６５４号公報、特公昭６２－３９４１７号公報、特公昭６２－３９４１８号公報記載の
エチレンオキサイド系骨格を有するウレタン化合物類も好適である。さらに、重合性化合
物として、特開昭６３－２７７６５３号公報、特開昭６３－２６０９０９号公報、特開平
１－１０５２３８号公報に記載される、分子内にアミノ構造やスルフィド構造を有する付
加重合性化合物類を用いることによって、非常に感光スピードに優れた硬化性組成物を得
ることができる。
　重合性化合物の市販品としては、ウレタンオリゴマーＵＡＳ－１０、ＵＡＢ－１４０（
山陽国策パルプ社製）、ＵＡ－７２００」(新中村化学社製、ＤＰＨＡ－４０Ｈ（日本化
薬社製）、ＵＡ－３０６Ｈ、ＵＡ－３０６Ｔ、ＵＡ－３０６Ｉ、ＡＨ－６００、Ｔ－６０
０、ＡＩ－６００（共栄社製）などが挙げられる。
【０１３１】
　これらの重合性化合物について、その構造、単独使用か併用か、添加量等の使用方法の
詳細は、着色組成物の最終的な性能設計にあわせて任意に設定できる。例えば、感度の観
点では、１分子あたりの不飽和基含量が多い構造が好ましく、多くの場合は２官能以上が
好ましい。また、着色組成物により形成された硬化膜の強度を高める観点では、３官能以
上のものがよく、さらに、異なる官能基数・異なる重合性基（例えばアクリル酸エステル
、メタクリル酸エステル、スチレン系化合物、ビニルエーテル系化合物）のものを併用す
ることで、感度と強度の両方を調節する方法も有効である。さらに、３官能以上のもので
エチレンオキサイド鎖長の異なる重合性化合物を併用することが、着色組成物の現像性を
調節することができ、優れたパターン形成能が得られるという点で好ましい。
　また、着色組成物に含有される他の成分（例えば、光重合開始剤、被分散体、アルカリ
可溶性樹脂等）との相溶性、分散性に対しても、重合性化合物の選択・使用法は重要な要
因であり、例えば、低純度化合物の使用や２種以上の併用により相溶性を向上させうるこ
とがある。また、支持体などの硬質表面との密着性を向上させる観点で特定の構造を選択
することもあり得る。
【０１３２】
　本発明の着色組成物中に他の重合性化合物を配合する場合、他の重合性化合物の含有量
は、着色組成物中の全固形分に対して１～４０質量％が好ましく、１～３０質量％がより
好ましい。他の重合性化合物は、１種単独で使用してもよく、２種以上を組み合わせて使
用しても良い。２種類以上含む場合は、その合計量が上記範囲となることが好ましい。
【０１３３】
＜＜有機溶剤＞＞
　本発明の着色組成物は、有機溶剤を含有することが好ましい。
　有機溶剤は、各成分の溶解性や着色組成物の塗布性を満足すれば特に制限はないが、特
に紫外線吸収剤、重合性化合物、樹脂（分散剤）等の溶解性、塗布性、安全性を考慮して
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選ばれることが好ましい。
【０１３４】
　有機溶剤としては、エステル類として、例えば、酢酸エチル、酢酸－ｎ－ブチル、酢酸
イソブチル、酢酸シクロヘキシル、ギ酸アミル、酢酸イソアミル、プロピオン酸ブチル、
酪酸イソプロピル、酪酸エチル、酪酸ブチル、乳酸メチル、乳酸エチル、オキシ酢酸アル
キル（例：オキシ酢酸メチル、オキシ酢酸エチル、オキシ酢酸ブチル（例えば、メトキシ
酢酸メチル、メトキシ酢酸エチル、メトキシ酢酸ブチル、エトキシ酢酸メチル、エトキシ
酢酸エチル等））、３－オキシプロピオン酸アルキルエステル類（例：３－オキシプロピ
オン酸メチル、３－オキシプロピオン酸エチル等（例えば、３－メトキシプロピオン酸メ
チル、３－メトキシプロピオン酸エチル、３－エトキシプロピオン酸メチル、３－エトキ
シプロピオン酸エチル等））、２－オキシプロピオン酸アルキルエステル類（例：２－オ
キシプロピオン酸メチル、２－オキシプロピオン酸エチル、２－オキシプロピオン酸プロ
ピル等（例えば、２－メトキシプロピオン酸メチル、２－メトキシプロピオン酸エチル、
２－メトキシプロピオン酸プロピル、２－エトキシプロピオン酸メチル、２－エトキシプ
ロピオン酸エチル））、２－オキシ－２－メチルプロピオン酸メチルおよび２－オキシ－
２－メチルプロピオン酸エチル（例えば、２－メトキシ－２－メチルプロピオン酸メチル
、２－エトキシ－２－メチルプロピオン酸エチル等）、ピルビン酸メチル、ピルビン酸エ
チル、ピルビン酸プロピル、アセト酢酸メチル、アセト酢酸エチル、２－オキソブタン酸
メチル、２－オキソブタン酸エチル等、並びに、エーテル類として、例えば、ジエチレン
グリコールジメチルエーテル、テトラヒドロフラン、エチレングリコールモノメチルエー
テル、エチレングリコールモノエチルエーテル、メチルセロソルブアセテート、エチルセ
ロソルブアセテート、ジエチレングリコールモノメチルエーテル、ジエチレングリコール
モノエチルエーテル、ジエチレングリコールモノブチルエーテル、プロピレングリコール
モノメチルエーテル、プロピレングリコールメチルエーテルアセテート、プロピレングリ
コールエチルエーテルアセテート、プロピレングリコールプロピルエーテルアセテート等
、並びに、ケトン類として、例えば、メチルエチルケトン、シクロヘキサノン、２－ヘプ
タノン、３－ヘプタノン等、並びに、芳香族炭化水素類として、例えば、トルエン、キシ
レン等が好適に挙げられる。
【０１３５】
　これらの有機溶剤は、塗布面状の改良などの観点から、２種以上を混合することも好ま
しい。この場合、特に好ましくは、３－エトキシプロピオン酸メチル、３－エトキシプロ
ピオン酸エチル、エチルセロソルブアセテート、乳酸エチル、ジエチレングリコールジメ
チルエーテル、酢酸ブチル、３－メトキシプロピオン酸メチル、２－ヘプタノン、シクロ
ヘキサノン、エチルカルビトールアセテート、ブチルカルビトールアセテート、プロピレ
ングリコールメチルエーテル、およびプロピレングリコールメチルエーテルアセテートか
ら選択される２種以上で構成される混合溶液であり、特に、シクロヘキサノン、３－エト
キシプロピオン酸エチルおよびプロピレングリコールメチルエーテルアセテートで構成さ
れる混合溶液が好ましい。
【０１３６】
　本発明の着色組成物中における有機溶剤の含有量は、塗布性の観点から、着色組成物の
全固形分濃度が５～８０質量％になる量とすることが好ましく、５～６０質量％となる量
がより好ましく、１０～５０質量％となる量が更に好ましく、１０～４０質量％となる量
が特に好ましい。
【０１３７】
＜＜他の成分＞＞
　本発明の組成物は、上述の各成分に加えて、本発明の効果を損なわない範囲で、さらに
、界面活性剤、酸無水物、硬化剤、硬化触媒、光重合開始剤、第２族元素イオン、アルカ
リ可溶性樹脂等を配合することができる。
【０１３８】
＜＜＜界面活性剤＞＞＞
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　本発明の着色組成物は、塗布性をより向上させる観点から、各種の界面活性剤を添加し
ていることが好ましい。界面活性剤としては、フッ素系界面活性剤、ノニオン系界面活性
剤、カチオン系界面活性剤、アニオン系界面活性剤、シリコーン系界面活性剤などの各種
界面活性剤を使用できる。
【０１３９】
　特に、本発明の着色組成物は、フッ素系界面活性剤を含有することで、塗布液として調
製したときの液特性（特に、流動性）がより向上することから、塗布厚の均一性や省液性
をより改善することができる。
　即ち、フッ素系界面活性剤を含有する着色組成物を適用した塗布液を用いて膜形成する
場合においては、被塗布面と塗布液との界面張力を低下させることにより、被塗布面への
濡れ性が改善され、被塗布面への塗布性が向上する。このため、少量の液量で数μｍ程度
の薄膜を形成した場合であっても、厚みムラの小さい均一厚の膜形成をより好適に行える
点で有効である。
【０１４０】
　フッ素系界面活性剤中のフッ素含有率は、３～４０質量％が好適であり、より好ましく
は５～３０質量％であり、特に好ましくは７～２５質量％である。フッ素含有率がこの範
囲内であるフッ素系界面活性剤は、塗布膜の厚さの均一性や省液性の点で効果的であり、
着色組成物中における溶解性も良好である。
【０１４１】
　フッ素系界面活性剤としては、例えば、メガファックＦ１７１、同Ｆ１７２、同Ｆ１７
３、同Ｆ１７６、同Ｆ１７７、同Ｆ１４１、同Ｆ１４２、同Ｆ１４３、同Ｆ１４４、同Ｒ
３０、同Ｆ４３７、同Ｆ４７５、同Ｆ４７９、同Ｆ４８２、同Ｆ５５４、同Ｆ７８０、同
Ｆ７８１（以上、ＤＩＣ（株）製）、フロラードＦＣ４３０、同ＦＣ４３１、同ＦＣ１７
１（以上、住友スリーエム（株）製）、サーフロンＳ－３８２、同ＳＣ－１０１、同ＳＣ
－１０３、同ＳＣ－１０４、同ＳＣ－１０５、同ＳＣ１０６８、同ＳＣ－３８１、同ＳＣ
－３８３、同Ｓ３９３、同ＫＨ－４０（以上、旭硝子（株）製）等が挙げられる。
【０１４２】
　ノニオン系界面活性剤として具体的には、グリセロール、トリメチロールプロパン、ト
リメチロールエタン並びにそれらのエトキシレートおよびプロポキシレート（例えば、グ
リセロールプロポキシレート、グリセリンエトキシレート等）、ポリオキシエチレンラウ
リルエーテル、ポリオキシエチレンステアリルエーテル、ポリオキシエチレンオレイルエ
ーテル、ポリオキシエチレンオクチルフェニルエーテル、ポリオキシエチレンノニルフェ
ニルエーテル、ポリエチレングリコールジラウレート、ポリエチレングリコールジステア
レート、ソルビタン脂肪酸エステル（ＢＡＳＦ社製のプルロニックＬ１０、Ｌ３１、Ｌ６
１、Ｌ６２、１０Ｒ５、１７Ｒ２、２５Ｒ２、テトロニック３０４、７０１、７０４、９
０１、９０４、１５０Ｒ１）、ソルスパース２００００（日本ルーブリゾール（株））等
が挙げられる。
【０１４３】
　カチオン系界面活性剤として具体的には、フタロシアニン誘導体（商品名：ＥＦＫＡ－
７４５、森下産業（株）製）、オルガノシロキサンポリマーＫＰ３４１（信越化学工業（
株）製）、（メタ）アクリル酸系（共）重合体ポリフローＮｏ．７５、Ｎｏ．９０、Ｎｏ
．９５（共栄社化学（株）製）、Ｗ００１（裕商（株）製）等が挙げられる。
【０１４４】
　アニオン系界面活性剤として具体的には、Ｗ００４、Ｗ００５、Ｗ０１７（裕商（株）
社製）等が挙げられる。
【０１４５】
　シリコーン系界面活性剤としては、例えば、東レ・ダウコーニング（株）製「トーレシ
リコーンＤＣ３ＰＡ」、「トーレシリコーンＳＨ７ＰＡ」、「トーレシリコーンＤＣ１１
ＰＡ」，「トーレシリコーンＳＨ２１ＰＡ」，「トーレシリコーンＳＨ２８ＰＡ」、「ト
ーレシリコーンＳＨ２９ＰＡ」、「トーレシリコーンＳＨ３０ＰＡ」、「トーレシリコー
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ンＳＨ８４００」、モメンティブ・パフォーマンス・マテリアルズ社製「ＴＳＦ－４４４
０」、「ＴＳＦ－４３００」、「ＴＳＦ－４４４５」、「ＴＳＦ－４４６０」、「ＴＳＦ
－４４５２」、信越シリコーン株式会社製「ＫＰ３４１」、「ＫＦ６００１」、「ＫＦ６
００２」、ビックケミー社製「ＢＹＫ３０７」、「ＢＹＫ３２３」、「ＢＹＫ３３０」等
が挙げられる。
【０１４６】
　界面活性剤は、１種のみを用いてもよいし、２種類以上を組み合わせてもよい。
【０１４７】
　本発明の着色組成物は、界面活性剤を含有してもしなくても良いが、含有する場合、界
面活性剤の含有量は、着色組成物の全固形分に対して、０．００１～２．０質量％が好ま
しく、より好ましくは０．００５～１．０質量％である。
【０１４８】
＜＜＜酸無水物＞＞＞
　本発明の着色組成物は、エポキシ基を有する化合物を含有する場合は、酸無水物を含有
しても良い。酸無水物を含有することにより、エポキシ基を有する化合物の熱硬化による
架橋性を向上させることができる。
【０１４９】
　酸無水物としては、例えば、フタル酸無水物、ナジック酸無水物、マレイン酸無水物、
琥珀酸無水物などが挙げられる。中でも、酸無水物は、顔料分散への影響が少ない点で、
フタル酸無水物が好ましい。
【０１５０】
　着色組成物中における酸無水物の含有量としては、エポキシ基を有する化合物の質量に
対して、１０～４０質量％の範囲が好ましく、１５～３０質量％の範囲がより好ましい。
酸無水物の含有量は、１０質量％以上であると、エポキシ基を有する化合物の架橋密度が
向上し、機械的強度を高めることができる。３０質量％以下であると、着色剤の濃度を高
めるのに有利である。
【０１５１】
＜＜＜硬化剤＞＞＞
　本発明の着色組成物は、エポキシ基を有する化合物を含有する場合は、硬化剤を含有し
てもよい。硬化剤は、種類が非常に多く、性質、可使時間、粘度、硬化温度、硬化時間、
発熱などが種類によって非常に異なるため、使用目的、使用条件、作業条件などによって
適当な硬化剤を選ぶことが好ましい。硬化剤に関しては、垣内弘編「エポキシ樹脂（昭晃
堂）」第５章に詳しく解説されている。以下、硬化剤の例を示す。
【０１５２】
　触媒的に作用するものとしては、第三アミン類、三フッ化ホウ素－アミンコンプレック
ス、エポキシ基と化学量論的に反応するものとして、ポリアミン、酸無水物等；また、常
温硬化のものとして、ジエチレントリアミン、ポリアミド樹脂、中温硬化のものの例とし
てジエチルアミノプロピルアミン、トリス（ジメチルアミノメチル）フェノール；高温硬
化の例として、無水フタル酸、メタフェニレンジアミン等がある。また化学構造別にみる
とアミン類では、脂肪族ポリアミンとしてはジエチレントリアミン；芳香族ポリアミンと
してはメタフェニレンジアミン；第三アミンとしてはトリス（ジメチルアミノメチル）フ
ェノール；酸無水物としては無水フタル酸、ポリアミド樹脂、ポリスルフィド樹脂、三フ
ッ化ホウ素－モノエチルアミンコンプレックス；合成樹脂初期縮合物としてはフェノール
樹脂、その他ジシアンジアミド等が挙げられる。また、フタルイミドを用いることもでき
る。フタルイミドが特に好ましい。フタルイミドは、ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料
に類似した構造を有しているため、ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料の近傍に存在し易
い。そのため、エポキシ基を有する化合物の反応が、ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料
の近傍で生じ、ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料の昇華や熱移動を効率よく抑制できる
。
　フタルイミドは、下記一般式（１）で表される化合物であることが好ましい。
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【０１５３】
【化２８】

【０１５４】
　一般式（１）において、Ａ1～Ａ4は、それぞれ独立に、水素原子、ハロゲン原子、また
は、メチル基を表す。
　Ａ1～Ａ4の少なくとも一つは、塩素原子、および、臭素原子から選ばれることが好まし
く、Ａ1～Ａ4の全てが、塩素原子、および、臭素原子から選ばれることがより好ましい。
Ａ1～Ａ4の少なくとも一つが、塩素原子、および、臭素原子から選ばれる構造のフタルイ
ミドは、ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料の構造により類似するため、ハロゲン化亜鉛
フタロシアニン顔料がフタルイミドに適度な距離で近接でき、上記効果がより効果的に得
られやすくなる。
　また、Ａ1～Ａ4は、上記一般式（Ａ１）で表されるハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料
のＸ1～Ｘ4と同じであるか、あるいは、Ｘ5～Ｘ8と同じであるか、あるいは、Ｘ9～Ｘ12

と同じであるか、あるいは、Ｘ13～Ｘ16と同じであることも好ましい。この態様によれば
、フタルイミドの構造が、ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料の構造に類似するため、ハ
ロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料がフタルイミドに適度な距離で近接でき、上記効果がよ
り効果的に得られやすくなる。
【０１５５】
　これら硬化剤は、加熱によりエポキシ基と反応し、重合することによって架橋密度が上
がり硬化するものである。薄膜化のためには、バインダー、硬化剤とも極力少量の方が好
ましく、特に硬化剤に関してはエポキシ基を有する化合物に対して３５質量％以下、好ま
しくは３０質量％以下、さらに好ましくは２５質量％以下とすることが好ましい。
　また、フタルイミドを含有させる場合、着色組成物中の全固形分に対するフタルイミド
の含有量は、０．０１～５質量％が好ましい。
【０１５６】
＜＜＜硬化触媒＞＞＞
　本発明の着色組成物は、エポキシ基を有する化合物を含有する場合は、硬化触媒を含有
してもよい。着色剤濃度の高い組成を実現するためには、硬化剤との反応による硬化のほ
か、主としてエポキシ基同士の反応による硬化が有効である。このため、硬化剤は用いず
、硬化触媒を使用することもできる。硬化触媒の添加量としては、エポキシ当量が１５０
～２００程度のエポキシ樹脂に対して、質量基準で１／１０～１／１０００程度、好まし
くは１／２０～１／５００程度さらに好ましくは１／３０～１／２５０程度のわずかな量
で硬化させることが可能である。
【０１５７】
＜＜＜光重合開始剤＞＞＞
　本発明の着色組成物は、さらなる感度向上の観点から光重合開始剤を含有させてもよい
。
　光重合開始剤としては、重合性化合物の重合を開始する能力を有する限り、特に制限は
なく、公知の光重合開始剤の中から適宜選択することができる。例えば、紫外線領域から
可視の光線に対して感光性を有するものが好ましい。また、光励起された増感剤と何らか
の作用を生じ、活性ラジカルを生成する活性剤であってもよく、モノマーの種類に応じて
カチオン重合を開始させるような開始剤であってもよい。
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　光重合開始剤としては、例えば、特開２０１３－５４０８０号公報の段落番号０１７８
～０２２６の記載を参酌でき、これらの内容は本明細書に組み込まれる。
【０１５８】
　本発明の着色組成物は、光重合開始剤を含有しなくてもよいが、光重合開始剤の含有量
は、本発明の着色組成物の全固形分に対し０～５０質量％が好ましく、より好ましくは０
．５～３０質量％、さらに好ましくは１～２０質量％である。
　また、本発明の着色組成物が、トライエッチングプロセス用の場合には、本発明の着色
組成物は、光重合開始剤を実質的に含有しないことが好ましい。光重合開始剤を実質的に
含有しない場合、光重合開始剤の含有量は、本発明の着色組成物の全固形分に対し、１質
量％以下が好ましく、０．１質量％以下がより好ましく、０質量％が特に好ましい。
【０１５９】
＜＜第２族元素イオン＞＞
　本発明の着色組成物は、第２族元素イオンを含有することが好ましい。本発明の着色組
成物に、第２族元素イオンを含有させることにより、着色組成物の粘度安定性を向上でき
る。さらには、高温加熱時における針状結晶の析出を抑制することもできる。
　第２族元素イオンとしては、ベリリウムイオン、マグネシウムイオン、カルシウムイオ
ン、ストロンチウムイオン、バリウムイオン等が挙げられる。マグネシウムイオン、また
は、カルシウムイオンが好ましく、カルシウムイオンが特に好ましい。カルシウムイオン
は、粘度安定性の向上に特に優れている。
　本発明の着色組成物が第２族元素イオンを含有する場合、ハロゲン化亜鉛フタロシアニ
ン顔料の質量に対する第２族元素イオンの含有量は３０～３００質量ｐｐｍであることが
好ましい。第２族元素イオンの含有量が上記範囲内であれば、粘度安定性が良好である。
更には、針状結晶が析出しにくい着色組成物とすることができる。
【０１６０】
＜＜＜アルカリ可溶性樹脂＞＞＞
　本発明の着色組成物は、アルカリ可溶性樹脂を含有してもよい。
　アルカリ可溶性樹脂の分子量としては、特に定めるものではないが、Ｍｗが５０００～
１００，０００であることが好ましい。また、Ｍｎは１０００～２０，０００であること
が好ましい。
　アルカリ可溶性樹脂としては、線状有機高分子重合体であって、分子（好ましくは、ア
クリル系共重合体、スチレン系共重合体を主鎖とする分子）中に少なくとも１つのアルカ
リ可溶性を促進する基を有するアルカリ可溶性樹脂の中から適宜選択することができる。
耐熱性の観点からは、ポリヒドロキシスチレン系樹脂、ポリシロキサン系樹脂、アクリル
系樹脂、アクリルアミド系樹脂、アクリル／アクリルアミド共重合体樹脂が好ましく、現
像性制御の観点からは、アクリル系樹脂、アクリルアミド系樹脂、アクリル／アクリルア
ミド共重合体樹脂が好ましい。
　アルカリ可溶性樹脂は、特開２０１２－２０８４９４号公報段落０５５８～０５７１（
対応する米国特許出願公開第２０１２／０２３５０９９号明細書の［０６８５］～［０７
００］）の記載を参酌でき、これらの内容は本願明細書に組み込まれる。
【０１６１】
　本発明の着色組成物は、アルカリ可溶性樹脂を含有しなくてもよいが、含有する場合、
アルカリ可溶性樹脂の含有量としては、着色組成物の全固形分に対して、１～１５質量％
が好ましく、より好ましくは、２～１２質量％であり、特に好ましくは、３～１０質量％
である。
　本発明の着色組成物は、アルカリ可溶性樹脂を、１種類のみを含んでいてもよいし、２
種類以上含んでいてもよい。２種類以上含む場合は、その合計量が上記範囲となることが
好ましい。
【０１６２】
　その他、本発明の着色組成物には、必要に応じて、各種添加物、例えば、充填剤、密着
促進剤、酸化防止剤、紫外線吸収剤、凝集防止剤等を配合することができる。これらの添
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加物としては、特開２００４－２９５１１６号公報の段落０１５５～０１５６に記載のも
のを挙げることができる。
　本発明の着色組成物においては、特開２００４－２９５１１６号公報の段落００７８に
記載の増感剤や光安定剤、同公報の段落００８１に記載の熱重合防止剤を含有することが
できる。
【０１６３】
＜着色組成物の製造方法＞
　本発明の着色組成物は、上述した各成分を混合することで調製することができる。
　なお、本発明の着色組成物の調製に際しては、着色組成物を構成する各成分を一括配合
してもよいし、各成分を溶剤に溶解・分散した後に逐次配合してもよい。また、配合する
際の投入順序や作業条件は特に制約を受けない。例えば、全成分を同時に溶剤に溶解・分
散して着色組成物を調製してもよいし、必要に応じては、各成分を適宜２つ以上の溶液・
分散液としておいて、使用時（塗布時）にこれらを混合して組成物として調製してもよい
。
【０１６４】
　本発明の着色組成物は、顔料を樹脂（分散剤）によって分散させたものを他の成分に配
合することが好ましい。
【０１６５】
　本発明の着色組成物は、異物の除去や欠陥の低減などの目的で、フィルタで濾過するこ
とが好ましい。
【０１６６】
　フィルタろ過に用いるフィルタとしては、従来からろ過用途等に用いられているフィル
タであれば特に限定されることなく用いることができる。
　フィルタの材質の例としては、ＰＴＦＥ（ポリテトラフルオロエチレン）等のフッ素樹
脂；ナイロン－６、ナイロン－６，６等のポリアミド系樹脂；ポリエチレン、ポリプロピ
レン（ＰＰ）等のポリオレフィン樹脂（高密度、超高分子量を含む）；等が挙げられる。
これら素材の中でもポリプロピレン（高密度ポリプロピレンを含む）が好ましい。
【０１６７】
　フィルタの孔径には特に限定はないが、例えば０．０１～２０．０μｍ程度であり、好
ましくは０．０１～５μｍ程度であり、さらに好ましくは０．０１～２．０μｍ程度であ
る。
　フィルタの孔径を上記範囲とすることにより、微細な粒子をより効果的に取り除くこと
ができ、濁度をより低減することができる。
　ここで、フィルタの孔径は、フィルタメーカーの公称値を参照することができる。市販
のフィルタとしては、例えば、日本ポール株式会社、アドバンテック東洋株式会社、日本
インテグリス株式会社（旧日本マイクロリス株式会社）又は株式会社キッツマイクロフィ
ルタ等が提供する各種フィルタの中から選択することができる。
【０１６８】
　フィルタろ過では、２種以上のフィルタを組み合わせて用いてもよい。
　例えば、まず第１のフィルタを用いてろ過を行い、次に、第１のフィルタとは孔径が異
なる第２のフィルタを用いてろ過を行うことができる。
　その際、第１のフィルタでのフィルタリング及び第２のフィルタでのフィルタリングは
、それぞれ、１回のみでもよいし、２回以上行ってもよい。
　第２のフィルタは、上述した第１のフィルタと同様の材料等で形成されたものを使用す
ることができる。
【０１６９】
＜用途＞
　本発明の着色組成物を硬化させて得られる硬化膜は、表面に他の色が混色し難いため、
カラーフィルタの着色パターンを形成するために好適に用いられる。また、本発明の着色
組成物は、固体撮像素子（例えば、ＣＣＤ、ＣＭＯＳ等）や、液晶表示装置（ＬＣＤ）な
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どの画像表示装置に用いられるカラーフィルタなどの着色パターン形成用として好適に用
いることができる。なかでも、ＣＣＤおよびＣＭＯＳ等の固体撮像素子用のカラーフィル
タを作製用途として好適に用いることができる。また、本発明の着色組成物は、ドライエ
ッチング用着色組成物として好ましく用いることができる。
【０１７０】
＜硬化膜、パターン形成方法、カラーフィルタおよびカラーフィルタの製造方法＞
　次に、本発明における硬化膜、パターン形成方法およびカラーフィルタについて、その
製造方法を通じて詳述する。また、本発明のパターン形成方法を用いたカラーフィルタの
製造方法についても説明する。
　本発明の硬化膜は、本発明の着色組成物を硬化してなる。かかる硬化膜はカラーフィル
タに好ましく用いられる。
【０１７１】
　本発明のパターン形成方法は、本発明の着色組成物を支持体上に適用して着色組成物層
を形成し、不要部分を除去して、着色パターンを形成する。
　本発明のパターン形成方法は、カラーフィルタが有する着色パターン（画素）の形成に
好適に適用することができる。
　本発明の着色組成物は、ドライエッチング法によってパターンを形成してもよいし、い
わゆるフォトリソグラフィ法でパターン形成によって、カラーフィルタを製造してもよい
。
　すなわち、本発明のパターン形成方法の第一の実施形態として、着色組成物を支持体上
に適用して着色組成物層を形成し、硬化して着色層を形成する工程、着色層上にフォトレ
ジスト層を形成する工程、露光および現像することによりフォトレジスト層をパターニン
グしてレジストパターンを得る工程、およびレジストパターンをエッチングマスクとして
着色層をドライエッチングする工程を含む、パターン形成方法が例示される。本発明の着
色組成物が、ドライエッチングする工程を含むパターン形成方法に用いられる場合は、光
硬化性組成物であっても熱硬化性組成物であってもよい。熱硬化性組成物である場合は硬
化性化合物として、上述したエポキシ基を有する化合物を用いることが好ましい。
　また、本発明のパターン形成方法の第二の実施形態として、着色組成物を支持体上に適
用して着色組成物層を形成する工程と、着色組成物層をパターン状に露光する工程と、未
露光部を現像除去して着色パターンを形成する工程とを含むパターン形成方法が例示され
る。
　このようなパターン形成方方法は、カラーフィルタの着色層の製造に用いられる。すな
わち、本発明では、本発明のパターン形成方法を含むカラーフィルタの製造方法について
も開示する。
　以下、これらの詳細を述べる。
【０１７２】
　以下、本発明のパターン形成方法における各工程については、固体撮像素子用カラーフ
ィルタの製造方法を通じて詳細に説明するが、本発明はこの方法に限定されるものではな
い。以下、固体撮像素子用カラーフィルタを単に「カラーフィルタ」ということがある。
　本発明のカラーフィルタの製造方法について、図１～９を用い、具体例を挙げて説明す
る。
【０１７３】
　先ず、図１の概略断面図に示すように、図示しない支持体上に、本発明の着色組成物（
第１の着色組成物とも言う）を用いて第１着色層１１を形成する（工程（ア））。
【０１７４】
　第１着色層１１の形成は、着色組成物を支持体上に回転塗布、スリット塗布、スプレー
塗布等の塗布方法により塗布し、乾燥させて着色層を形成することにより行なえる。
【０１７５】
　第１着色層１１の厚みとしては、０．３～１．０μｍの範囲が好ましく、０．３５～０
．８μｍの範囲がより好ましく、０．３５～０．７μｍの範囲がより好ましい。
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【０１７６】
　硬化方法としては、ホットプレート、オーブン等の加熱装置により、第１着色層１１を
加熱して、硬化させることが好ましい。加熱温度は、１２０℃～２５０℃であることが好
ましく、１６０℃～２３０℃であることがより好ましい。加熱時間は、加熱手段により異
なるが、ホットプレート上で加熱する場合、通常３～３０分間程度であり、オーブン中で
加熱する場合、通常、３０～９０分間程度である。
【０１７７】
　次いで、第１着色層１１に貫通孔群が形成されるようにドライエッチングによりパター
ニングする（工程（イ））。
【０１７８】
　第１着色パターンは、支持体上に第１色目として設けられる着色パターンでもよいし、
場合によっては、既設のパターンを有する支持体上に例えば第２色目あるいは第３色目以
降のパターンとして設けられる着色パターンでもよい。
【０１７９】
　ドライエッチングは、第１着色層１１を、パターニングされたフォトレジスト層をマス
クとしてエッチングガスを用いて行うことができる。例えば、図２の概略断面図に示すよ
うに、先ず、第１着色層１１の上にフォトレジスト層５１を形成する。
【０１８０】
　具体的には、着色層上にポジ又はネガ型の感放射線性組成物を適用（好ましくは塗布）
し、これを乾燥させることによりフォトレジスト層を形成する。フォトレジスト層５１の
形成においては、更にプリベーク処理を施すことが好ましい。特に、フォトレジストの形
成プロセスとしては、露光後の加熱処理（ＰＥＢ）、現像後の加熱処理（ポストベーク処
理）を実施する形態が望ましい。
【０１８１】
　フォトレジストとしては、例えば、ポジ型の感放射線性組成物が用いられる。このポジ
型の感放射線性組成物としては、紫外線（ｇ線、ｈ線、ｉ線）、エキシマレーザー等を含
む遠紫外線、電子線、イオンビームおよびＸ線等の放射線に感応するポジ型フォトレジス
ト用に好適なポジ型レジスト組成物が使用できる。放射線のうち、ｇ線、ｈ線、ｉ線が好
ましく、中でもｉ線が好ましい。
　具体的には、ポジ型の感放射線性組成物として、キノンジアジド化合物及びアルカリ可
溶性樹脂を含有する組成物が好ましい。キノンジアジド化合物及びアルカリ可溶性樹脂を
含有するポジ型の感放射線性組成物は、５００ｎｍ以下の波長の光照射によりキノンジア
ジド基が分解してカルボキシル基を生じ、結果としてアルカリ不溶状態からアルカリ可溶
性になることを利用するものである。このポジ型フォトレジストは解像力が著しく優れて
いるので、ＩＣやＬＳＩ等の集積回路の作製に用いられている。キノンジアジド化合物と
しては、ナフトキノンジアジド化合物が挙げられる。
【０１８２】
　フォトレジスト層５１の厚みとしては、０．１～３μｍが好ましく、０．２～２．５μ
ｍがより好ましく、０．３～２μｍが更に好ましい。なお、フォトレジスト層５１の塗布
は、既述の第１着色層１１における塗布方法を用いて好適に行なえる。
【０１８３】
　次いで、図３の概略断面図に示すように、このフォトレジスト層５１を露光、現像する
ことにより、レジスト貫通孔群５１Ａが設けられたレジストパターン（パターニングされ
たフォトレジスト層）５２を形成する。
　レジストパターン５２の形成は、特に制限なく、従来公知のフォトリソグラフィの技術
を適宜最適化して行なうことができる。露光、現像によりフォトレジスト層５１に、レジ
スト貫通孔群５１Ａが設けられることによって、次のエッチングで用いられるエッチング
マスクとしてのレジストパターン５２が、第１着色層１１上に設けられる。
【０１８４】
　フォトレジスト層５１の露光は、所定のマスクパターンを介して、ポジ型又はネガ型の
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感放射線性組成物に、ｇ線、ｈ線、ｉ線等、好ましくはｉ線で露光を施すことにより行な
うことができる。露光後は、現像液で現像処理することにより、着色パターンを形成しよ
うとする領域に合わせてフォトレジストが除去される。
【０１８５】
　現像液としては、着色剤を含む第１着色層には影響を与えず、ポジレジストの露光部及
びネガレジストの未硬化部を溶解するものであればいずれも使用可能であり、例えば、種
々の有機溶剤の組み合わせやアルカリ性の水溶液を用いることができる。アルカリ性の水
溶液としては、アルカリ性化合物を濃度が０．００１～１０質量％、好ましくは０．０１
～５質量％となるように溶解して調製されたアルカリ性水溶液が好適である。アルカリ性
化合物は、例えば、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、炭酸ナトリウム，硅酸ナトリウ
ム、メタ硅酸ナトリウム、アンモニア水、エチルアミン、ジエチルアミン、ジメチルエタ
ノールアミン、テトラメチルアンモニウムヒドロキシド、テトラエチルアンモニウムヒド
ロキシド、コリン、ピロール、ピペリジン、１，８－ジアザビシクロ［５．４．０］－７
－ウンデセン等が挙げられる。尚、アルカリ性水溶液を現像液として用いた場合は、一般
に現像後に水で洗浄処理が施される。
【０１８６】
　次に、図４の概略断面図に示すように、レジストパターン５２をエッチングマスクとし
て、第１着色層１１に貫通孔群１２０が形成されるようにドライエッチングによりパター
ニングする。これにより、第１着色パターン１２が形成される。ここで、貫通孔群１２０
は、第１貫通孔部分群１２１と第２貫通孔部分群１２２とを有している。
　貫通孔群１２０は、第１着色層１１に、市松状に設けられている。よって、第１着色層
１１に貫通孔群１２０が設けられてなる第１着色パターン１２は、複数の四角形状の第１
着色画素を市松状に有している。
【０１８７】
　具体的には、ドライエッチングは、レジストパターン５２をエッチングマスクとして、
第１着色層１１をドライエッチングする。ドライエッチングの代表的な例としては、特開
昭５９－１２６５０６号、特開昭５９－４６６２８号、同５８－９１０８号、同５８－２
８０９号、同５７－１４８７０６号、同６１－４１１０２号などの公報に記載の方法があ
る。
【０１８８】
　ドライエッチングとしては、パターン断面をより矩形に近く形成する観点や支持体への
ダメージをより低減する観点から、以下の形態で行なうのが好ましい。
　フッ素系ガスと酸素ガス（Ｏ2）との混合ガスを用い、支持体が露出しない領域（深さ
）までエッチングを行なう第１段階のエッチングと、この第１段階のエッチングの後に、
窒素ガス（Ｎ2）と酸素ガス（Ｏ2）との混合ガスを用い、好ましくは支持体が露出する領
域（深さ）付近までエッチングを行なう第２段階のエッチングと、支持体が露出した後に
行なうオーバーエッチングとを含む形態が好ましい。以下、ドライエッチングの具体的手
法、並びに第１段階のエッチング、第２段階のエッチング、及びオーバーエッチングにつ
いて説明する。
【０１８９】
　ドライエッチングは、下記手法により事前にエッチング条件を求めて行なう。
（１）第１段階のエッチングにおけるエッチングレート（ｎｍ／ｍｉｎ）と、第２段階の
エッチングにおけるエッチングレート（ｎｍ／ｍｉｎ）とをそれぞれ算出する。
（２）第１段階のエッチングで所望の厚さをエッチングする時間と、第２段階のエッチン
グで所望の厚さをエッチングする時間とをそれぞれ算出する。
（３）上記（２）で算出したエッチング時間に従って第１段階のエッチングを実施する。
（４）上記（２）で算出したエッチング時間に従って第２段階のエッチングを実施する。
あるいはエンドポイント検出でエッチング時間を決定し、決定したエッチング時間に従っ
て第２段階のエッチングを実施してもよい。
（５）上記（３）および（４）の合計時間に対してオーバーエッチング時間を算出し、オ
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ーバーエッチングを実施する。
【０１９０】
　第１段階のエッチング工程で用いる混合ガスとしては、被エッチング膜である有機材料
を矩形に加工する観点から、フッ素系ガス及び酸素ガス（Ｏ2）を含むことが好ましい。
また、第１段階のエッチング工程は、支持体が露出しない領域までエッチングする形態に
することで、支持体のダメージを回避することができる。
　また、第２段階のエッチング工程及びオーバーエッチング工程は、第１段階のエッチン
グ工程でフッ素系ガス及び酸素ガスの混合ガスにより支持体が露出しない領域までエッチ
ングを実施した後、支持体のダメージ回避の観点から、窒素ガス及び酸素ガスの混合ガス
を用いてエッチング処理を行なうのが好ましい。
【０１９１】
　第１段階のエッチング工程でのエッチング量と、第２段階のエッチング工程でのエッチ
ング量との比率は、第１段階のエッチング工程でのエッチング処理による矩形性を損なわ
ないように決定することが重要である。なお、全エッチング量（第１段階のエッチング工
程でのエッチング量と第２段階のエッチング工程でのエッチング量との総和）中における
後者の比率は、０％より大きく５０％以下である範囲が好ましく、１０～２０％がより好
ましい。エッチング量とは、被エッチング膜の残存する膜厚のことをいう。
【０１９２】
　また、エッチングは、オーバーエッチング処理を含むことが好ましい。オーバーエッチ
ング処理は、オーバーエッチング比率を設定して行なうことが好ましい。また、オーバー
エッチング比率は、初めに行なうエッチング処理時間より算出することが好ましい。オー
バーエッチング比率は任意に設定できるが、フォトレジストのエッチング耐性と被エッチ
ングパターンの矩形性維持の点で、エッチング工程におけるエッチング処理時間の３０％
以下であることが好ましく、５～２５％であることがより好ましく、１０～１５％である
ことが特に好ましい。
【０１９３】
　次いで、図５の概略断面図に示すように、エッチング後に残存するレジストパターン（
すなわちエッチングマスク）５２を除去する。レジストパターン５２の除去は、レジスト
パターン５２上に剥離液又は溶剤を付与して、レジストパターン５２を除去可能な状態に
する工程と、レジストパターン５２を洗浄水を用いて除去する工程とを含むことが好まし
い。
【０１９４】
　レジストパターン５２上に剥離液又は溶剤を付与し、レジストパターン５２を除去可能
な状態にする工程としては、例えば、剥離液又は溶剤を少なくともレジストパターン５２
上に付与し、所定の時間停滞させてパドル現像する工程を挙げることができる。剥離液又
は溶剤を停滞させる時間としては、特に制限はないが、数十秒から数分であることが好ま
しい。
【０１９５】
　また、レジストパターン５２を洗浄水を用いて除去する工程としては、例えば、スプレ
ー式又はシャワー式の噴射ノズルからレジストパターン５２に洗浄水を噴射して、レジス
トパターン５２を除去する工程を挙げることができる。洗浄水としては、純水を好ましく
用いることができる。また、噴射ノズルとしては、その噴射範囲内に支持体全体が包含さ
れる噴射ノズルや、可動式の噴射ノズルであってその可動範囲が支持体全体を包含する噴
射ノズルを挙げることができる。噴射ノズルが可動式の場合、レジストパターン５２を除
去する工程中に支持体中心部から支持体端部までを２回以上移動して洗浄水を噴射するこ
とで、より効果的にレジストパターン５２を除去することができる。
【０１９６】
　剥離液は、一般には有機溶剤を含有するが、無機溶剤を更に含有してもよい。有機溶剤
としては、例えば、１）炭化水素系化合物、２）ハロゲン化炭化水素系化合物、３）アル
コール系化合物、４）エーテル又はアセタール系化合物、５）ケトン又はアルデヒド系化
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合物、６）エステル系化合物、７）多価アルコール系化合物、８）カルボン酸又はその酸
無水物系化合物、９）フェノール系化合物、１０）含窒素化合物、１１）含硫黄化合物、
１２）含フッ素化合物が挙げられる。剥離液としては、含窒素化合物を含有することが好
ましく、非環状含窒素化合物と環状含窒素化合物とを含むことがより好ましい。
【０１９７】
　非環状含窒素化合物としては、水酸基を有する非環状含窒素化合物であることが好まし
い。具体的には、例えば、モノイソプロパノールアミン、ジイソプロパノールアミン、ト
リイソプロパノールアミン、Ｎ－エチルエタノールアミン、Ｎ，Ｎ－ジブチルエタノール
アミン、Ｎ－ブチルエタノールアミン、モノエタノールアミン、ジエタノールアミン、ト
リエタノールアミンなどが挙げられ、好ましくはモノエタノールアミン、ジエタノールア
ミン、トリエタノールアミンであり、より好ましくはモノエタノールアミン(Ｈ2ＮＣＨ2

ＣＨ2ＯＨ)である。また、環状含窒素化合物としては、イソキノリン、イミダゾール、Ｎ
－エチルモルホリン、ε－カプロラクタム、キノリン、１，３－ジメチル－２－イミダゾ
リジノン、α－ピコリン、β－ピコリン、γ－ピコリン、２－ピペコリン、３－ピペコリ
ン、４－ピペコリン、ピペラジン、ピペリジン、ピラジン、ピリジン、ピロリジン、Ｎ－
メチル－２－ピロリドン、Ｎ－フェニルモルホリン、２，４－ルチジン、２，６－ルチジ
ンなどが挙げられ、好ましくは、Ｎ－メチル－２－ピロリドン、Ｎ－エチルモルホリンで
あり、より好ましくはＮ－メチル－２－ピロリドン(ＮＭＰ)である。
【０１９８】
　剥離液は、非環状含窒素化合物と環状含窒素化合物とを含むことが好ましいが、中でも
、非環状含窒素化合物として、モノエタノールアミン、ジエタノールアミン、及びトリエ
タノールアミンから選ばれる少なくとも１種と、環状含窒素化合物として、Ｎ－メチル－
２－ピロリドン及びＮ－エチルモルホリンから選ばれる少なくとも１種とを含むことがよ
り好ましく、モノエタノールアミンとＮ－メチル－２－ピロリドンとを含むことが更に好
ましい。
【０１９９】
　剥離液で除去するときには、第１着色パターン１２の上に形成されたレジストパターン
５２が除去されていればよく、第１着色パターン１２の側壁にエッチング生成物であるデ
ポ物が付着している場合でも、デポ物が完全に除去されていなくてもよい。デポ物とは、
エッチング生成物が着色層の側壁に付着し堆積したものをいう。
【０２００】
　剥離液としては、非環状含窒素化合物の含有量が、剥離液１００質量部に対して９質量
部以上１１質量部以下であって、環状含窒素化合物の含有量が、剥離液１００質量部に対
して６５質量部以上７０質量部以下であるものが望ましい。また、剥離液は、非環状含窒
素化合物と環状含窒素化合物との混合物を純水で希釈したものが好ましい。
【０２０１】
　次いで、図６の概略断面図に示すように、第１貫通孔部分群１２１及び第２貫通孔部分
群１２２における各貫通孔の内部に第２着色感放射線性組成物を埋設させて、複数の第２
着色画素が形成されるように、第１着色層（すなわち、第１着色層１１に貫通孔群１２０
が形成されてなる第１着色パターン１２）上に第２着色感放射線性組成物により第２着色
感放射線性層２１を積層する（工程（ウ））。これにより、第１着色層１１の貫通孔群１
２０の中に、複数の第２着色画素を有する第２着色パターン２２が形成される。ここで、
第２着色画素は四角形状の画素となっている。第２着色感放射線性層２１の形成は、既述
の第１着色層１１を形成する方法と同様にして行なえる。
　第２着色感放射線性層２１の厚みとしては、０．３～１μｍの範囲が好ましく、０．３
５～０．８μｍの範囲がより好ましく、０．３５～０．７μｍの範囲がより好ましい。
【０２０２】
　そして、第２着色感放射線性層２１の、第１着色層１１に設けられた第１貫通孔部分群
１２１に対応する位置２１Ａを露光し、現像することによって、第２着色感放射線性層２
１と、第２貫通孔部分群１２２の各貫通孔の内部に設けられた複数の第２着色画素２２Ｒ
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とを除去する（工程（エ））（図７の概略断面図を参照）。
【０２０３】
　次いで、図８の概略断面図に示すように、第２貫通孔部分群１２２における各貫通孔の
内部に第３着色感放射線性組成物を埋設させて、複数の第３着色画素が形成されるように
、第１着色層（すなわち、第１貫通孔部分群１２１の中に第２着色パターン２２が形成さ
れてなる第１着色パターン１２）上に第３着色感放射線性組成物により第３着色感放射線
性層３１を形成する（工程（オ））。これにより、第１着色層１１の第２貫通孔部分群１
２２の中に、複数の第３着色画素を有する第３着色パターン３２が形成される。ここで、
第３着色画素は四角形状の画素となっている。第３着色感放射線性層３１の形成は、既述
の第１着色層１１を形成する方法と同様にして行なえる。
　第３着色感放射線性層３１の厚みとしては、０．３～１μｍの範囲が好ましく、０．３
５～０．８μｍの範囲がより好ましく、０．３５～０．７μｍの範囲がより好ましい。
【０２０４】
　そして、第３着色感放射線性層３１の、第１着色層１１に設けられた第２貫通孔部分群
１２２に対応する位置３１Ａを露光し、現像することによって、第３着色感放射線性層３
１を除去することで、図９の概略断面図に示すように、第１着色パターン１２と、第２着
色パターン２２と、第３着色パターン３２とを有するカラーフィルタ１００が製造される
（工程（カ））。
【０２０５】
　上述した第２着色感放射線性組成物、及び、第３着色感放射線性組成物は、それぞれ、
着色剤を含有する。着色剤は、本発明の着色組成物において上述したものを同様に挙げる
ことができるが、第２着色画素及び第３着色画素の一方が赤色透過部であり、他方が青色
透過部であることが好ましい形態であるため、それぞれ赤色透過部または青色透過部であ
ることが好ましい。赤色透過部を形成するための着色組成物に含有される着色剤は、特開
２０１２－１７２００３号公報の段落番号００３７、００３９に記載のものから選択され
る１種以上であることが好ましく、これらの内容は本願明細書に組み込まれる。青色透過
部を形成するための着色組成物に含有される着色剤は、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｖｉｏ
ｌｅｔ　１，１９，２３，２７，３２，３７，４２、及び、Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｂ
ｌｕｅ　１，２，１５，１５：１，１５：２，１５：３，１５：４，１５：６，１６，２
２，６０，６４，６６，７９，８０から選択される１種以上であることが好ましい。
【０２０６】
　第２着色感放射線性組成物、及び、第３着色感放射線性組成物の各々において、着色剤
の組成物の全固形分に対する含有量は、３０質量％以上であることが好ましく、３５質量
％以上であることがより好ましく、４０質量％以上であることが更に好ましい。また、着
色剤の組成物の全固形分に対する含有量は、通常、９０質量％以下であり、８０質量％以
下であることが好ましい。
【０２０７】
　また、第２着色感放射線性組成物、及び、第３着色感放射線性組成物は、それぞれ、ネ
ガ型の感放射線性組成物が用いられることが好ましい。このネガ型の感放射線性組成物と
しては、紫外線（ｇ線、ｈ線、ｉ線）、エキシマレーザー等を含む遠紫外線、電子線、イ
オンビームおよびＸ線等の放射線に感応するネガ型感放射線性組成物が使用できる。放射
線のうち、ｇ線、ｈ線、ｉ線が好ましく、中でもｉ線が好ましい。
【０２０８】
　具体的には、ネガ型の感放射線性組成物として、光重合開始剤、重合成分（重合性化合
物）、及び、バインダー樹脂（アルカリ可溶性樹脂等）などを含有する組成物が好ましく
、例えば、特開２００５－３２６４５３号公報の段落番号［００１７］～［００６４］に
記載のものを挙げることができる。このようなネガ型の感放射線性組成物は、放射線の照
射により、光重合開始剤が、重合性化合物の重合反応を開始させ、結果として、アルカリ
可溶状態から、アルカリ不溶性になることを利用するものである。
【０２０９】
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　第２着色感放射線性層２１及び第３着色感放射線性層３１に対する露光は、ｇ線、ｈ線
、ｉ線等、好ましくはｉ線で露光を施すことにより行なうことができる。
　また、露光後に実施される現像は、通常、現像液で現像処理することにより行われる。
　現像液としては、フォトレジスト層５１に対する露光、現像において既述した現像液と
同様のものを挙げることができる。
　また、アルカリ性水溶液を現像液として用いた場合は、一般に現像後に水で洗浄処理が
施される。
【０２１０】
　第１着色画素、第２着色画素及び第３着色画素における一辺の長さ（画素が長方形であ
る場合は短辺の長さであり、画素が正方形である場合は一辺の長さを指す）は、画像解像
度の観点から、０．５～１．７μｍが好ましく、０．６～１．５μｍがより好ましい。
【０２１１】
＜着色組成物層をフォトリソグラフィ法でパターン形成する方法＞
　本発明のカラーフィルタの製造方法では、着色組成物層をフォトリソグラフィ法でパタ
ーン形成することもできる。フォトリソグラフィ法の詳細については、特開２０１３－２
２７４９７号公報の段落番号０１７３～０１８５を参照でき、これらの内容は本願明細書
に組み込まれる。
【０２１２】
　本発明のカラーフィルタは、着色剤濃度の高い着色組成物により形成されるため、着色
パターンの厚みを極めて薄くできる（例えば、０．７μｍ以下）。また、表面に他色が残
留しにくく、混色が生じにくいため、クロストーク（光の混色）が抑制されたカラーフィ
ルタとすることができる。
【０２１３】
　本発明のカラーフィルタは、ＣＣＤ、ＣＭＯＳ等の固体撮像素子に好適に用いることが
でき、特に１００万画素を超えるような高解像度のＣＣＤやＣＭＯＳ等に好適である。本
発明の固体撮像素子用カラーフィルタは、例えば、ＣＣＤまたはＣＭＯＳを構成する各画
素の受光部と、集光するためのマイクロレンズと、の間に配置されるカラーフィルタとし
て用いることができる。
【０２１４】
　本発明のカラーフィルタにおける着色パターン（着色画素）の膜厚としては、０．１～
１．０μｍであることが好ましく、０．１～０．８μｍであることがより好ましい。本発
明では、着色パターンにおける着色剤の濃度を高めることができるので、このような薄膜
化が可能になる。
　また、着色パターン（着色画素）のサイズ（パターン幅）としては、２．５μｍ以下が
好ましく、２．０μｍ以下がより好ましく、１．７μｍ以下が特に好ましい。
【０２１５】
＜固体撮像素子＞
　本発明の固体撮像素子は、既述の本発明のカラーフィルタを備える。本発明の固体撮像
素子の構成としては、本発明におけるカラーフィルタが備えられた構成であり、固体撮像
素子として機能する構成であれば特に限定はないが、例えば、以下のような構成が挙げら
れる。
【０２１６】
　支持体上に、固体撮像素子（ＣＣＤイメージセンサー、ＣＭＯＳイメージセンサー、等
）の受光エリアを構成する複数のフォトダイオードおよびポリシリコン等からなる転送電
極を有し、フォトダイオードおよび転送電極上にフォトダイオードの受光部のみ開口した
タングステン等からなる遮光膜を有し、遮光膜上に遮光膜全面およびフォトダイオード受
光部を覆うように形成された窒化シリコン等からなるデバイス保護膜を有し、デバイス保
護膜上に、本発明の固体撮像素子用カラーフィルタを有する構成である。
　さらに、デバイス保護層上であってカラーフィルタの下（支持体に近い側）に集光手段
（例えば、マイクロレンズ等。以下同じ）を有する構成や、カラーフィルタ上に集光手段
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を有する構成等であってもよい。
【０２１７】
＜画像表示装置＞
　本発明のカラーフィルタは、固体撮像素子のみならず、液晶表示装置や有機ＥＬ表示装
置などの、画像表示装置に用いることができ、特に液晶表示装置の用途に好適である。本
発明のカラーフィルタを備えた液晶表示装置は、表示画像の色合いが良好で表示特性に優
れた高画質画像を表示することができる。
【０２１８】
　表示装置の定義や各表示装置の詳細については、例えば「電子ディスプレイデバイス（
佐々木　昭夫著、（株）工業調査会　１９９０年発行）」、「ディスプレイデバイス（伊
吹　順章著、産業図書（株）平成元年発行）」などに記載されている。また、液晶表示装
置については、例えば「次世代液晶ディスプレイ技術（内田　龍男編集、（株）工業調査
会　１９９４年発行）」に記載されている。本発明が適用できる液晶表示装置に特に制限
はなく、例えば、上記の「次世代液晶ディスプレイ技術」に記載されている色々な方式の
液晶表示装置に適用できる。
【０２１９】
　本発明のカラーフィルタは、カラーＴＦＴ方式の液晶表示装置に用いてもよい。カラー
ＴＦＴ方式の液晶表示装置については、例えば「カラーＴＦＴ液晶ディスプレイ（共立出
版（株）１９９６年発行）」に記載されている。さらに、本発明はＩＰＳなどの横電界駆
動方式、ＭＶＡなどの画素分割方式などの視野角が拡大された液晶表示装置や、ＳＴＮ、
ＴＮ、ＶＡ、ＯＣＳ、ＦＦＳ、およびＲ－ＯＣＢ等にも適用できる。
　また、本発明におけるカラーフィルタは、明るく高精細なＣＯＡ（Color-filter On Ar
ray）方式にも供することが可能である。ＣＯＡ方式の液晶表示装置にあっては、カラー
フィルタ層に対する要求特性は、前述のような通常の要求特性に加えて、層間絶縁膜に対
する要求特性、すなわち低誘電率および剥離液耐性が必要とされることがある。本発明の
カラーフィルタにおいては、色純度、光透過性などが良好で着色パターン(画素）の色合
いに優れるので、解像度が高く長期耐久性に優れたＣＯＡ方式の液晶表示装置を提供する
ことができる。なお、低誘電率の要求特性を満足するためには、カラーフィルタ層の上に
樹脂被膜を設けてもよい。
　これらの画像表示方式については、例えば、「ＥＬ、ＰＤＰ、ＬＣＤディスプレイ－技
術と市場の最新動向－（東レリサーチセンター調査研究部門　２００１年発行）」の４３
ページなどに記載されている。
【０２２０】
　本発明におけるカラーフィルタを備えた液晶表示装置は、本発明におけるカラーフィル
タ以外に、電極基板、偏光フィルム、位相差フィルム、バックライト、スペーサ、視野角
保障フィルムなど様々な部材から構成される。本発明のカラーフィルタは、これらの公知
の部材で構成される液晶表示装置に適用することができる。これらの部材については、例
えば、「'９４液晶ディスプレイ周辺材料・ケミカルズの市場（島　健太郎　（株）シー
エムシー　１９９４年発行）」、「２００３液晶関連市場の現状と将来展望（下巻）（表
良吉（株）富士キメラ総研、２００３年発行）」に記載されている。
　バックライトに関しては、SID meeting Digest 1380（2005）（A.Konno et.al）や、月
刊ディスプレイ　２００５年１２月号の１８～２４ページ（島 康裕）、同２５～３０ペ
ージ（八木隆明）などに記載されている。
【０２２１】
　本発明におけるカラーフィルタを液晶表示装置に用いると、従来公知の冷陰極管の三波
長管と組み合わせたときに高いコントラストを実現できるが、さらに、赤、緑、青のＬＥ
Ｄ光源（ＲＧＢ－ＬＥＤ）をバックライトとすることによって輝度が高く、また、色純度
の高い色再現性の良好な液晶表示装置を提供することができる。
【実施例】
【０２２２】
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　以下に実施例を挙げて本発明をさらに具体的に説明する。以下の実施例に示す材料、使
用量、割合、処理内容、処理手順等は、本発明の趣旨を逸脱しない限り、適宜、変更する
ことができる。従って、本発明の範囲は以下に示す具体例に限定されるものではない。な
お、特に断りのない限り、「部」、「％」は、質量基準である。
　また、表１のＰＧ５８は、ピグメントグリーン５８（ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔
料）を表す。また、Ｐ２－Ｆｅは、Ｆｅを中心金属として有するハロゲン化フタロシアニ
ン顔料を表す。また、Ｐ２－Ｆｒは、中心金属の無いハロゲン化フタロシアニン顔料を表
す。また、Ｐ２－Ａｌは、Ａｌを中心金属として有するハロゲン化フタロシアニン顔料を
表す。また、Ｐ２－Ｔｉは、Ｔｉを中心金属として有するハロゲン化フタロシアニン顔料
を表す。また、Ｐ２－Ｓｎは、Ｓｎを中心金属として有するハロゲン化フタロシアニン顔
料を表す。また、Ｐ２－Ｐｂは、Ｐｂを中心金属として有するハロゲン化フタロシアニン
顔料を表す。また、Ｐ２－Ｇａは、Ｇａを中心金属として有するハロゲン化フタロシアニ
ン顔料を表す。また、Ｐ２－Ｖは、Ｖを中心金属として有するハロゲン化フタロシアニン
顔料を表す。また、Ｐ２－Ｍｏは、Ｍｏを中心金属として有するハロゲン化フタロシアニ
ン顔料を表す。また、Ｐ２－Ｔａは、Ｔａを中心金属として有するハロゲン化フタロシア
ニン顔料を表す。また、Ｐ２－ＮｂはＮｂを中心金属として有するハロゲン化フタロシア
ニン顔料を表す。また、Ｐ２－Ｃｕは、Ｃｕを中心金属として有するハロゲン化フタロシ
アニン顔料を表す。また、ＰＹ１８５は、ピグメントイエロー１８５を表す。また、ＰＹ
１５０は、ピグメントイエロー１５０を表す。
【０２２３】
（合成例１）ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料の合成
　フタロニトリル、アンモニア、塩化亜鉛を原料として亜鉛フタロシアニンを製造した。
この１－クロロナフタレン溶液は、７５０～８５０ｎｍに光の吸収を有していた。
　亜鉛フタロシアニンのハロゲン化は、塩化スルフリル４５．５部、無水塩化アルミニウ
ム５４．５部、塩化ナトリウム７部を４０℃で混合し、亜鉛フタロシアニン顔料１５部を
加えた。これに臭素３５部を滴下して加え、１９．５時間かけて１３０℃まで昇温し１時
間保持した。その後反応混合物を水に取り出し、ハロゲン化亜鉛フタロシアニン粗顔料を
析出させた。この水性スラリーを濾過し、６０℃の湯洗浄、１％硫酸水素ナトリウム水洗
浄、６０℃の湯洗浄を行い、９０℃で乾燥させ、２．７部の精製されたハロゲン化亜鉛フ
タロシアニン粗顔料Ａを得た。
　精製したハロゲン化亜鉛フタロシアニン粗顔料Ａ１部、粉砕した塩化ナトリウム１０部
、ジエチレングリコール１部を双腕型ニーダーに仕込み、１００℃で８時間混練した。混
練後８０℃の水１００部に取り出し、１時間攪拌後、濾過、湯洗、乾燥、粉砕しハロゲン
化亜鉛フタロシアニン顔料を得た。
　得られたハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料は、質量分析とフラスコ燃焼イオンクロマ
トグラフによるハロゲン含有量分析から、平均組成ＺｎＰｃＢｒ9.8Ｃｌ3.1Ｈ3.1であっ
た。なお、Ｐｃはフタロシアニンの略語である。
【０２２４】
（合成例２）Ｆｅを中心金属として有するハロゲン化フタロシアニン顔料の合成
　合成例１において、塩化亜鉛のかわりに塩化鉄を使用した以外は、合成例１と同様にし
てハロゲン化フタロシアニン顔料を合成した。得られたハロゲン化フタロシアニン顔料は
、質量分析とフラスコ燃焼イオンクロマトグラフによるハロゲン含有量分析から、平均組
成ＦｅＰｃＢｒ9.8Ｃｌ3.1Ｈ3.1であった。
【０２２５】
（合成例３）中心金属の無いハロゲン化フタロシアニン顔料の合成
　合成例１において、アンモニアおよび塩化亜鉛のかわりにジアザビシクロウンデセン（
ＤＢＵ）を使用した以外は、合成例１と同様にしてハロゲン化フタロシアニン顔料を合成
した。得られたハロゲン化フタロシアニン顔料は、質量分析とフラスコ燃焼イオンクロマ
トグラフによるハロゲン含有量分析から、平均組成Ｈ2ＰｃＢｒ9.8Ｃｌ3.1Ｈ3.1であった
。
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【０２２６】
（合成例４）Ａｌを中心金属として有するハロゲン化フタロシアニン顔料の合成
　合成例１において、塩化亜鉛のかわりに塩化アルミニウムを使用した以外は、合成例１
と同様にしてハロゲン化フタロシアニン顔料を合成した。得られたハロゲン化フタロシア
ニン顔料は、質量分析とフラスコ燃焼イオンクロマトグラフによるハロゲン含有量分析か
ら、平均組成ＡｌＰｃＢｒ9.8Ｃｌ3.1Ｈ3.1であった。
【０２２７】
（合成例５）Ｔｉを中心金属として有するハロゲン化フタロシアニン顔料の合成
　合成例１において、塩化亜鉛のかわりに塩化チタンを使用した以外は、合成例１と同様
にしてハロゲン化フタロシアニン顔料を合成した。得られたハロゲン化フタロシアニン顔
料は、質量分析とフラスコ燃焼イオンクロマトグラフによるハロゲン含有量分析から、平
均組成ＴｉＰｃＢｒ9.8Ｃｌ3.1Ｈ3.1であった。
【０２２８】
（合成例６）Ｓｎを中心金属として有するハロゲン化フタロシアニン顔料の合成
　合成例１において、塩化亜鉛のかわりに塩化スズを使用した以外は、合成例１と同様に
してハロゲン化フタロシアニン顔料を合成した。得られたハロゲン化フタロシアニン顔料
は、質量分析とフラスコ燃焼イオンクロマトグラフによるハロゲン含有量分析から、平均
組成ＳｎＰｃＢｒ9.8Ｃｌ3.1Ｈ3.1であった。
【０２２９】
（合成例７）Ｐｂを中心金属として有するハロゲン化フタロシアニン顔料の合成
　合成例１において、塩化亜鉛のかわりに塩化鉛を使用した以外は、合成例１と同様にし
てハロゲン化フタロシアニン顔料を合成した。得られたハロゲン化フタロシアニン顔料は
、質量分析とフラスコ燃焼イオンクロマトグラフによるハロゲン含有量分析から、平均組
成ＰｂＰｃＢｒ9.8Ｃｌ3.1Ｈ3.1であった。
【０２３０】
（合成例８）Ｇａを中心金属として有するハロゲン化フタロシアニン顔料の合成
　合成例１において、塩化亜鉛のかわりに塩化ガリウムを使用した以外は、合成例１と同
様にしてハロゲン化フタロシアニン顔料を合成した。得られたハロゲン化フタロシアニン
顔料は、質量分析とフラスコ燃焼イオンクロマトグラフによるハロゲン含有量分析から、
平均組成ＧａＰｃＢｒ9.8Ｃｌ3.1Ｈ3.1であった。
【０２３１】
（合成例９）Ｖを中心金属として有するハロゲン化フタロシアニン顔料の合成
　合成例１において、塩化亜鉛のかわりに塩化バナジウムを使用した以外は、合成例１と
同様にしてハロゲン化フタロシアニン顔料を合成した。得られたハロゲン化フタロシアニ
ン顔料は、質量分析とフラスコ燃焼イオンクロマトグラフによるハロゲン含有量分析から
、平均組成ＶＰｃＢｒ9.8Ｃｌ3.1Ｈ3.1であった。
【０２３２】
（合成例１１）Ｍｏを中心金属として有するハロゲン化フタロシアニン顔料の合成
　合成例１において、塩化亜鉛のかわりに塩化モリブデンを使用した以外は、合成例１と
同様にしてハロゲン化フタロシアニン顔料を合成した。得られたハロゲン化フタロシアニ
ン顔料は、質量分析とフラスコ燃焼イオンクロマトグラフによるハロゲン含有量分析から
、平均組成ＭｏＰｃＢｒ9.8Ｃｌ3.1Ｈ3.1であった。
【０２３３】
（合成例１２）Ｔａを中心金属として有するハロゲン化フタロシアニン顔料の合成
　合成例１において、塩化亜鉛のかわりに塩化タンタルを使用した以外は、合成例１と同
様にしてハロゲン化フタロシアニン顔料を合成した。得られたハロゲン化フタロシアニン
顔料は、質量分析とフラスコ燃焼イオンクロマトグラフによるハロゲン含有量分析から、
平均組成ＴａＰｃＢｒ9.8Ｃｌ3.1Ｈ3.1であった。
【０２３４】
（合成例１３）Ｎｂを中心金属として有するハロゲン化フタロシアニン顔料の合成
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　合成例１において、塩化亜鉛のかわりに塩化ニオブを使用した以外は、合成例１と同様
にしてハロゲン化フタロシアニン顔料を合成した。得られたハロゲン化フタロシアニン顔
料は、質量分析とフラスコ燃焼イオンクロマトグラフによるハロゲン含有量分析から、平
均組成ＮｂＰｃＢｒ9.8Ｃｌ3.1Ｈ3.1であった。
【０２３５】
（合成例１４）Ｃｕを中心金属として有するハロゲン化フタロシアニン顔料の合成
　合成例１において、塩化亜鉛のかわりに塩化銅を使用した以外は、合成例１と同様にし
てハロゲン化フタロシアニン顔料を合成した。得られたハロゲン化フタロシアニン顔料は
、質量分析とフラスコ燃焼イオンクロマトグラフによるハロゲン含有量分析から、平均組
成ＣｕＰｃＢｒ9.8Ｃｌ3.1Ｈ3.1であった。
【０２３６】
（実施例１）
＜Ｇｒｅｅｎ顔料分散液の調製＞
　ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料としてピグメントグリーン５８　１１．４部と、Ｆ
ｅを中心金属として有するハロゲン化フタロシアニン顔料（ハロゲン化鉄フタロシアニン
顔料）　０．０５部、ピグメントイエロー１８５　２．９部、下記に示す顔料誘導体Ａ　
１．４部、下記に示す分散剤Ａを３０質量％含有するプロピレングリコールモノメチルエ
ーテルアセテート（以下ＰＧＭＥＡと記す）溶液の１５．６部　、溶剤としてＰＧＭＥＡ
の６８．７部とからなる混合液を、ビーズミルにより１５時間混合・分散して、Ｇｒｅｅ
ｎ顔料分散液を調製した。
＜Ｇｒｅｅｎ顔料含有着色組成物の調製＞
　上記Ｇｒｅｅｎ顔料分散液　７６．４部、エポキシ基を有する化合物として、下記に示
す硬化性化合物Ａ　４．４部、溶剤としてＰＧＭＥＡ　１５．０部、界面活性剤としてＦ
－７８１（ＤＩＣ（株）製）の１％ＰＧＭＥＡ溶液　４．２部を均一に混合し、Ｇｒｅｅ
ｎ顔料含有着色組成物を調製した。
【０２３７】
＜混色評価用Ｒｅｄ顔料含有組成物（塗布液）の調製＞
　ピグメントレッド２５４　９．９部、ピグメントイエロー１３９　４．４部、顔料誘導
体Ａ　１．４部、分散剤Ａを３０質量％含有するＰＧＭＥＡ溶液　１５．６部、溶剤とし
てＰＧＭＥＡ　６８．７部とからなる混合液を、ビーズミルにより１５時間混合・分散し
て、Ｒｅｄ顔料分散液を調製した。
　上記Ｒｅｄ顔料分散液　７６．４部、硬化性化合物Ａ　４．４部、溶剤としてＰＧＭＥ
Ａ　１５．０部、界面活性剤としてＦ－７８１（ＤＩＣ（株）製）の１％ＰＧＭＥＡ溶液
　４．２部を均一に混合し、Ｒｅｄ顔料含有組成物を調製した。
【０２３８】
＜下塗り層付ガラスウェハの作製＞
　評価に用いる下塗り層付ガラスウェハを以下のように作製した。
【０２３９】
（１）下塗り層用組成物の調製
　ＰＧＭＥＡの１９．２部、乳酸エチル（以下ＥＬ）の３６．７部、バインダー（メタク
リル酸ベンジル／メタクリル酸／メタクリル酸－２－ヒドロキシエチル）共重合体（モル
比＝６０：２０：２０）４１％ＥＬ溶液の３０．５部、ジペンタエリスリトールヘキサア
クリレートの１２．２部、重合禁止剤（ｐ－メトキシフェノール）の０．００６部、Ｆ－
７８１（ＤＩＣ（株）製）の０．８部、光重合開始剤ＴＡＺ－１０７（みどり化学社製）
の０．６部を均一に混合し、下塗り層用組成物を調製した。
【０２４０】
（２）下塗り層付ガラスウェハの作製
　８インチガラスウェハ上に、上記で得た下塗り層用組成物をスピンコートで均一に塗布
して塗布膜を形成し、形成された塗布膜を１２０℃のホットプレート上で１２０秒間加熱
処理した。尚、スピンコートの塗布回転数は、加熱処理後の塗布膜の膜厚が０．５μｍと
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なるように調整した。加熱処理後の塗布膜を、さらに２２０℃のオーブンで１時間処理し
、塗布膜を硬化させ、下塗り層とした。以上のようにして、８インチガラスウェハ上に下
塗り層が形成された、下塗り層付ガラスウェハを得た。
【０２４１】
＜残渣混色の評価＞
　下塗り層付ガラスウェハ上に、スピンコータにて、Ｇｒｅｅｎ顔料含有着色組成物を膜
厚０．５μｍの塗布膜となるように塗布した後、ホットプレートを使用して、２００℃で
５分間の加熱を行い、塗布膜の硬化を行ってＧｒｅｅｎの着色膜を形成した。この着色膜
の膜厚は０．５μｍであった。
　次いで、ポジ型フォトレジスト「ＦＨｉ６２２ＢＣ」（富士フイルムエレクトロニクス
マテリアルズ社製）を塗布し、プリベークを実施し、膜厚０．８μｍのフォトレジスト層
を形成した。
　次いで、フォトレジスト層の温度又は雰囲気温度が９０℃となる温度で１分間、加熱処
理を行なった。その後、現像液「ＦＨＤ－５」（富士フイルムエレクトロニクスマテリア
ルズ社製）で１分間の現像処理を行ない、更に１１０℃で１分間のポストベーク処理を実
施した。
【０２４２】
　次に、着色膜のドライエッチングを以下の手順で行った。
　ドライエッチング装置（日立ハイテクノロジーズ社製、Ｕ－６２１）にて、ＲＦパワー
：８００Ｗ、アンテナバイアス：４００Ｗ、ウエハバイアス：２００Ｗ、チャンバーの内
部圧力：４．０Ｐａ、基板温度：５０℃、混合ガスのガス種及び流量を、ＣＦ4：８０ｍ
Ｌ／ｍｉｎ．、Ｏ2：４０ｍＬ／ｍｉｎ．、Ａｒ：８００ｍＬ／ｍｉｎ．として、８０秒
の第１段階のエッチング処理を実施した。
　次いで、同一のエッチングチャンバーにて、ＲＦパワー：６００Ｗ、アンテナバイアス
：１００Ｗ、ウエハバイアス：２５０Ｗ、チャンバーの内部圧力：２．０Ｐａ、基板温度
：５０℃、混合ガスのガス種及び流量をＮ2：５００ｍＬ／ｍｉｎ．、Ｏ2：５０ｍＬ／ｍ
ｉｎ．、Ａｒ：５００ｍＬ／ｍｉｎ．とし（Ｎ2／Ｏ2／Ａｒ＝１０／１／１０）、２８秒
の第２段階エッチング処理、オーバーエッチング処理を実施した。
　上記条件でドライエッチングを行った後、フォトレジスト剥離液「ＭＳ２３０Ｃ」（富
士フイルムエレクトロニクスマテリアルズ社製）を使用して１２０秒間、剥離処理を実施
してレジストを除去し、更に純水による洗浄、スピン乾燥を実施した。その後、１００℃
で２分間の脱水ベーク処理を行った。以上により、Ｇｒｅｅｎの着色パターンが形成され
た着色膜を得た。
【０２４３】
　得られた着色膜（Ｇｒｅｅｎの着色パターン）の分光をＭＣＰＤ－３０００（大塚電子
（株）製）を使用して、最大透過率Ｔ０を測定した。
【０２４４】
　得られた着色膜（Ｇｒｅｅｎの着色パターン）の上に、混色評価用Ｒｅｄ顔料含有組成
物を乾燥後の膜厚が０．５μｍになるようにスピンコータを用いて塗布し、１００℃のホ
ットプレートを用いて１２０秒間加熱処理(プリベーク)を行った。次いで、ｉ線ステッパ
ー露光装置による露光を行わずに現像、リンス、乾燥処理を施して、Ｒｅｄ顔料含有組成
物を現像除去した。
【０２４５】
　Ｒｅｄ顔料含有組成物を現像除去後の着色膜（Ｇｒｅｅｎの着色パターン）の分光を再
度、ＭＣＰＤ－３０００（大塚電子（株）製）を使用して、最大透過率Ｔ１を測定した。
最大透過率の分光変動（ΔＴ％＝Ｔ０－Ｔ１）を算出し、以下の基準に基づいて判定した
。ΔＴ％が小さいほど残渣混色が少なく、より望ましい。
（判定基準）
　Ａ：ΔＴ％＜０．５％
　Ｂ：０．５％≦ΔＴ％＜１．０％
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　Ｃ：１．０％≦ΔＴ％＜２．０％
　Ｄ：２．０％≦ΔＴ％＜３．０％
　Ｅ：３．０％≦ΔＴ％
　上記判定基準において、Ａ～Ｃが、実用上問題のないレベルであり、Ａ～Ｂが特に好ま
しい。
【０２４６】
（実施例２～２２）
　着色剤、分散剤、硬化性化合物の種類、着色剤の使用量、着色組成物中の全固形分に対
する着色剤の含有量を表１に示す割合に変更した以外は、実施例１と同様にして着色組成
物を調製し、実施例１と同様に方法で混色評価を行った。
【０２４７】
（比較例１～２）
　着色剤の種類および使用量、着色組成物中の全固形分に対する着色剤の含有量を表１に
示す割合に変更した以外は、実施例１と同様にして着色組成物を調製し、実施例１と同様
に方法で混色評価を行った。
【０２４８】
・顔料誘導体Ａ：以下に示す構造
【化２９】

・顔料誘導体Ｂ：以下に示す構造
【化３０】

・分散剤Ａ：以下に示す構造
【化３１】

・分散剤Ｂ：ソルスパース２４０００（日本ルーブリゾール（株）社製塩基性高分子分散
剤）
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・硬化性化合物Ａ：以下に示す構造、２，２－ビス（ヒドロキシメチル）－１－ブタノー
ルの１，２－エポキシ－４－（２－オキシラニル）シクロへキサン付加物（ダイセル社製
　ＥＨＰＥ３１５０、Ｍｗ２３０００、）
【化３２】

・硬化性化合物Ｂ：以下に示す構造（特開２０１３－１１８６９号公報の段落番号００８
３記載の方法に従って合成した。）
【化３３】

・硬化性化合物Ｃ：ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート（以下に示す構造）
【化３４】

・硬化性化合物Ｄ：以下に示す構造
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【化３５】

【０２４９】
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【表１】

【０２５０】
　上記結果から明らかなように、ハロゲン化亜鉛フタロシアニン顔料である第１のフタロ
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シアニン顔料と、Ａｌ、Ｔｉ、Ｆｅ、Ｓｎ、Ｐｂ、Ｇａ、Ｖ、Ｍｏ、Ｔａ、および、Ｎｂ
からなる群から選ばれる１種を中心金属として有するハロゲン化フタロシアニン顔料、お
よび、中心金属を有さないハロゲン化フタロシアニン顔料から選ばれる１種以上の第２の
フタロシアニン顔料とを含む本発明の着色組成物を用いた実施例１～２２は、残渣混色が
少ないものであった。
　これに対し、本発明における第２のフタロシアニン顔料を含まない比較例１～２は、残
渣混色が多かった。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】

【図６】

【図７】
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